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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

◆教育力の向上と文化の創造

○「教育・文化ふくい創造会議」の設置
　・福井の教育・文化の新たな振興方策についてテーマ毎に期間を定めて検討し、速やかに　「教育・文化創造
　　プロジェクト」として実行

◆「ていねいな教育」と「きたえる教育」

○「元気福井っ子笑顔プラン」により少人数学級をさらに推進
　・このプランの充実と弾力的な実行により、一人ひとりの子どもに目と心を配る。
　　小学校低学年を中心に少人数学級をさらに推進
○独自性ある私立学校の振興
　・特色ある学校づくりをさらに支援
○「総合的な学力」の向上
　・テストでの学力だけでなく、人格・モラルや個性、職業意識なども含めた「総合的な学力」を向上
○みんなが担う魅力ある学校づくり
　・「福井型コミュニティ・スクール」を全小中学校へ拡大
　・ＰＴＡの協力による」学校図書館の充実、活発化など教育環境の整備
　・部活動に外部指導者登録制度を導入。地域クラブへの転換を促進
○「若者すべて国際人」プラン
　・中学校、高校で英語を徹底マスターへ
○高校（職業系）と大学、企業が連携し、互いに教え学ぶ「産業人材育成システム」
○「なるほどサイエンススクール」の推進
　・大学・企業と連携して、生命を中心とした先端科学知識を教える「サイエンススクール」を実施
　　地域の先生から学べる理科や数学の「サイエンス寺子屋」を実施
○教育・福祉連携型の発達障害児等の特別支援教育
○自校方式・地元食材の拡大による「おいしい給食」と食育活動
○学校再編に伴う児童生徒への支援
　・小中学校への統廃合、県立学校の再編に当たっては、教育環境（学校・学級規模など）の充実を第一に実施・
　　支援

元 気 な 社 会

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等
「教育・文化ふくい創造会議」の設置
　平成１９年８月に「教育・文化ふくい創造会議」を
設置
　「総合的な学力の向上」「学校マネジメント改革」
「少子化時代の学校・学級経営の在り方」「ふくい文
化の振興方策」等について提言（平成20年2月・9
月、平成22年2月）

　提言に基づき、サイエンス教育の充実、中学校と小学校との連
携授業の研究、本県独自の少人数学級編制の実施、授業時間
数の増加に対応した非常勤講師の配置、統合した学校への教員
の重点配置などを実施

　文化振興について、子どもたちが本物の文化芸術を体験できる
機会の提供、若手活動者の育成、県内の文化財や民俗芸能等
の認知度向上、「白川文字学」の全国への発信などを推進。平成
22年4月に「福井県文化創造推進会議」を設置し、部局連携で進
める文化振興施策を検討

「福井新元気宣言」推進に関する政策

「元気福井っ子新笑顔プラン」による少人数教育
　本県独自の少人数学級編制等を拡充、国に学級
編制基準(40人学級)見直しを働きかけ
　
　〔平成22年度の状況〕
　小学校１、２年　 学校生活サポート非常勤講師配置やボラン
　　　　　　　　　　 　ティア募集により社会生活ルール等を指導
　小学校３～４年　チーム・ティーチング、習熟度別学級等実施
　小学校５、６年　 少人数学級編制を実施
　中学校１年　　 　          　〃
　中学校２、３年　  　　       〃

　
　課題別、習熟度別学級や少人数学級編制により、一層、子ども
たちの習熟度合いに応じた授業が実現

○小学1，2年生の学級への非常勤講師の配置基準
　　　　　　　　　　　H18：　37人　→　H22：　33人
○学級編制基準の見直し
　　小学5年生　　H18：　40人　→　H22：　36人
　　小学6年生　　H18：　37人　→　H22：　36人
　　中学1年生　　H18：　32人　→　H22：　30人
　　中学2年生　　H18：　37人　→　H22：　33人
　　中学3年生　　H18：　37人　→　H22：　33人

主な成果等主な政策の実施状況
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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

　「福井型コミュニティ・スクール」　（「地域・学校協議会」） の設置
数
　　１３３校(H18)　⇒　全小中学校(２７９校)(H22)

地域のスポーツ指導者を外部指導者として部活動に派遣
　　（H22）中学校（35校）　53人、高校（9校）　12人

小中学校における学力向上の推進
　全国学力・学習状況調査の結果を分析し、学校
ごとに学力向上プランを作成して学習指導を実施
　「基本的な生活習慣の確立」、「学習の習慣化」な
どの学力向上策を保護者に周知
　８つの中学校区（中学校８校、小学校３０校）で小
中連携教育を実践

英語教育の充実
　モデル小学校において外国人講師等を活用した
英語活動を実施
　英語の発音記号や発音方法を解説する教材を作
成し、小中高校の授業で活用
　外国語指導助手（ＡＬＴ）と協力し、高校生を対象
とした英語キャンプや英語担当教員の集中研修を
開催し、英語の実践力を強化
　英語視聴覚番組DVDを活用した英語学習の充
実
　ディベートを通じた高校生の英語によるコミュニ
ケーション能力の向上

みんなが担う魅力ある学校づくり
　小中学校ごとに家庭・地域・学校の代表で構成す
る「地域・学校協議会」を設置し、地域における教
育・子育てのあり方を協議
　PTAの協力や公立公民館の団体貸出制度による
学校図書館の充実
　部活動に外部指導者登録制度を導入

「白川文字学」による漢字学習
　「白川文字学」で漢字を解説した「漢字解説本」等
を活用し、独自の漢字学習を全小学校で実施
　県民向けの漢字教室や「白川文字学パネル展」、
「漢字ジェスチャー大会」等のイベントを開催
　「漢字シンポジウム」や「漢字スタジアム」を開催
し、本県の漢字教育等を県内外に発信

　
小学校・中学校とも１９年度～２２年度の４年連続で全国最上位の
成績

　〔２２年度　全国学力・学習状況調査（抽出校分）　全国順位〕
　小学６年生　国語(知識)　３位　　　国語(活用)　２位
　　　　　　　　　算数(知識)　２位　　　算数(活用)　２位
　中学３年生　国語(知識)　２位　　　国語(活用)　２位
　　　　　　　　　数学(知識)　１位　　　数学(活用)　１位

　
　平成２０年１２月、白川文字学の解説本「白川静博士の漢字の
世界へ」（福井県教育委員会作成）を出版
　平成２０年　４月　県内小学校に無償配布
　平成２０年１２月　一般向け有償配布開始
　平成２２年　３月　有償配布分（6,830冊）完売
　平成２２年　３月　漢字学習副読本を作成
　平成２２年　４月～漢字学習モデルカリキュラム実践研究
　　　　　　　　　　　　（モデル校6校、調査協力学級88学級（55校））
　平成２２年　7月　「漢字シンポジウム」「漢字スタジアムin福井」開催

授業時間の半分以上英語を使用する学校の割合（中学校３年
生）
　　３９．５％(H18)　⇒　４９％(H21)

高校生英語キャンプ（H22.８）参加者　※4会場合計
　生徒103人、留学生8人、協力ALT28人

高校英語教員集中セミナー（H22.８（4日間））参加者
　教員66人、協力ALT20人

独自性ある私立学校の振興
　教育振興補助金による経常費補助、魅力アップ
推進事業補助金による特色ある学校づくり支援な
ど、全国トップレベルの助成を実施

　〔生徒1人当たり補助額（全国順位）〕
　　　H19　338千円（4位）
　　　H20　331千円（12位）
　　　H21　339千円（5位）
　　　H22　340千円（7位）

各校独自の特色ある教育を推進
　・エコ活動、食育、ボランティア活動を取り入れた教育を通じて、
　　生徒の学習意欲が向上
　・全国初の私立６高校連携による学校評価を実施。各校の
　　教育活動を客観的に検証し、教職員の意識改革等を促進

私学希望者の増加
（進路志望調査における私立高校進学希望者の割合）
　　6.7%(H18)　⇒　7.4%(H22)
ボランティア参加生徒の増加（参加割合）
　　52.0%(H18)　⇒　84.6%(H21)

主な政策の実施状況 主な成果等
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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

おいしい学校給食の提供
　児童・生徒による郷土料理調査、給食調理コンテ
ストなど給食への関心を高める活動を実施
　食育ボランティアと栄養教諭が共同して給食の献
立作りなどを実施
　米粉入りパンの学校給食への導入促進

平成２２年４月から定時制課程の単位制、二学期制を実施

奥越明成高校の施設・設備の整備等、平成２３年４月の開校に向
けた準備を実施（H22）

楽しい学校づくり（不登校等への対応）
　「登校支援員」を配置し、登校しぶりの児童生徒
への登校支援や、遅れがちな学習の個別指導を実
施
　スクールカウンセラーを小中学校に配置し、児童・
生徒の悩み相談に対応
　不登校対策指針を作成し、未然防止を軸とした
不登校対策を実施

特別支援教育の推進
　発達障害を含め障害のある児童生徒への支援の
充実のため、各学校に特別支援教育コーディネー
ターや校内委員会を設置
　特別支援学校（高等部）生徒の企業実習を推進
　奥越地区特別支援学校（仮称）の基本設計に着
手（平成22年度中）

発達障害児等への支援のための「校内委員会」の設置率
　小・中学校　　60％(H18)　⇒　100％(H20)
　高校　　　　　　10％(H18)　⇒　100％(H21)

学校給食が好きな子どもの割合
　　６３．４％(H18)　⇒　５５．６％(H21)
朝食欠食率
　　１．７％(H18)　⇒　０．４％(H21)

魅力ある県立高校のあり方の検討
　平成２０年１０月の高等学校教育問題協議会の答
申を受け、魅力ある県立高校の在り方について検
討
　平成２１年３月、県立高等学校再編整備計画を策
定
　第一次計画として奥越地域の全日制高校の再編
整備、定時制・通信制課程の見直しを提示

登校支援員活動校数
　　－(H18)　⇒　２２校(H22)

スクールカウンセラー活動校数
　　 中学校７１校、小学校 －   (H18)
　　　　　⇒中学校７４校、小学校２１校、高校７校(H22)

主な政策の実施状況 主な成果等

各中学校の職場体験実施日数（平均）
　　２．５日(H18)　⇒　２．８日(H22見込み）
　
高校生の就職３年後の離職率
　　４２．２％(H18)　⇒　３９．４％(H22)
　　　　　　　全国平均　４０．４％（Ｈ22）

サイエンス教育の拡充
　学校で実験等を補助する「理科支援員」等の派
遣を拡充
　夏休み等に科学実験を体験する「ふくいサイエン
ス寺子屋」を開催
　最先端科学技術を学ぶ「スーパーサイエンス
フォーラム」や「ふくい理数グランプリ」の開催、「南
部陽一郎記念ふくいサイエンス賞」の授与等により
サイエンスに対する知的探究心を育成
　自律型ロボットのコンテスト「ＷＲＯ2008福井エキ
シビション大会」を県立恐竜博物館で開催（平成20
年11月）

産業人材の育成
　中学生時から望ましい職業観・勤労観を形成でき
るよう中学校の職場体験学習を充実
　高校生に対して講演会や就業体験等を実施。ま
た、就職した卒業生の近況確認などフォローアップ
を実施
　就職支援コーディネーターを高校に配置し、就職
先の開拓や進路指導、企業訪問による離職防止等
を実施
　「『実は福井』の技」の配布、「ふくい企業の実力・
魅力発信シンポジウム」の実施により、高校生に対
し、県内の優れた産業の理解を促進

「理科支援員」の活動学校数
　　－(H18)　⇒　８８校(H22)

「ふくいサイエンス寺子屋」開催
　　－(H18)　⇒　１３８か所(H22見込み）

全国・世界規模の科学技術コンテストへの参加者数
　　１３人(H18)　⇒　１００人(H22)

ＷＲＯ２００８福井エキシビション大会
　　出場３０チーム（県内22、海外8）
　　出場者数１００人
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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

学級編制基準の見直
し

―

（小学１、２年生）
36人以上の学級に

非常勤講師配置
（小学５年生）
　　40人学級
（小学６年生）
　　36人学級
（中学１年生）
　　30人学級

（中学２、３年生）
36人学級

（小学１、２年生）
35人以上の学級に

非常勤講師配置
（小学５、６年生）

36人学級
（中学１年生）

30人学級
（中学２、３年生）

35人学級

（小学１、２年生）
34人以上の学級に

非常勤講師配置
（小学５、６年生）

36人学級
（中学１年生）

30人学級
（中学２、３年生）

34人学級

（小学１、２年生）
33人以上の学級に

非常勤講師配置
（小学５、６年生）

36人学級
（中学１年生）

30人学級
（中学２、３年生）

33人学級

（小学１、２年生）
33人以上の学級に

非常勤講師配置
（小学５、６年生）

36人学級
（中学１年生）
　　30人学級

（中学２、３年生）
33人学級

「福井型コミュニティ・
スクール」の実施校数
（小中学校）（※）

１３３校
全小中学校

(２９１校)
全小中学校

(２８９校)
全小中学校

(２８３校)
全小中学校

(２７９校)
全小中学校

学力の向上
県学力調査で「授業
が分かる」と答える児
童・生徒の割合

―
小学校　７７．３％
中学校　５７．１％

小学校　７６．９％
中学校　５６．５％

小学校　７７．２％
中学校　５７．８％

小学校　７７％
中学校　５７％

　　　　　　【見込み】

小学校　８０％以上
中学校　６０％以上

英語授業時間の半分
以上英語を使用する
学校の割合
（中学校３年生）

３９.５％ ４３.４％ ４８％ ４９％
５０％

【見込み】
５０％以上

小中学校における不
登校児童・生徒の割
合

（小学校）０．３２％
（１６０人）

（中学校）２．４９％
（６２６人）

（小学校）０．３８％
（１８３人）

（中学校）２．６４％
（６６５人）

（小学校）０．３２％
（１５３人）

（中学校）２．６１％
（６５５人）

（小学校）０．３４％
（１６０人）

（中学校）２．５４％
（６３７人）

（小学校）０．３０％
（１４０人）

（中学校）２．４５％
（６００人）
【見込み】

（小学校）
０．３０％以下

（１４０人以下）
（中学校）

２．４５％以下
（６００人以下）

高校生の就職３年後
の離職率

４２.２％ ４４.８％ ４３.７％ ４０.９％ ３９.４％ ４０％未満

地場産学校給食の実
施校数（※）

２４４校 ２４５校 ２７１校 ２８５校 ２８９校
全ての学校給食

実施校

学校給食地場産食材
利用率（重量ベース）

－ － ３１．５％ ３５．４％
３７％

【見込み】
３７％

学校給食が好きな子
どもの割合

６３.４％ ６１.３％ ６４．１％ ５５．６％
８０％

【見込み】
８０％

(※)は「福井新元気宣言」における目標数値項目
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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

◆いつでも身近に福井の文化

○第一級の文化を子どもたちに
　・福井の歴史、福井の偉人（杉田玄白、松平春嶽、橋本左内、由利公正など）、白川文字学などを学ぶ郷土文化の
　　拠点「福井子ども歴史文化館」を旧県立図書館に整備
　・県立音楽堂などで身近に本物の芸術・文化に触れ、発表する機会を飛躍的に拡大
　・県立美術館が収蔵する絵画の充実と身近に街角で見られる「ふれあいミュージアム」
○県内各地の伝統文化の保存・伝承に力を入れ、映像化と担い手づくり。県民が一堂に楽しむ「まつりの祭」の実施
○有形無形の文化財の選定拡大と再発掘や保存活動の支援

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な成果等
「福井県立こども歴史文化館」の設置、郷土学習
の充実
　郷土の先人・達人の生き方や業績などから本県
の歴史文化に親しむふるさと教育の拠点として、
「県立こども歴史文化館」を整備
　各小中学校において郷土の歴史・偉人・伝統文
化などの特色を生かした郷土教育を実施

平成２１年１１月 「福井県立こども歴史文化館」開館
　　（平成２２年９月末現在来館者数　２８,２２５人）

これき人物シリーズ「杉田玄白」発行（H22.3）

こども歴史文化館「特集展示」の実施（H22）
　・松旭斎天一　　・川崎和男　　・かこさとし

郷土学習の平均学習時間(年間)
　　小学校４６時間、中学校３２時間(H18)
  　　⇒　小学校５５時間、中学校３７時間(H21)

主な政策の実施状況

図書館の利活用の推進
　県立図書館への無料送迎バスのバス停新設や運
行経路を見直し（20年2月）
　子ども向けイベントや企画展示など図書館を身近
に感じる活動を実施
　レファレンス（調査相談）の充実や携帯電話による
情報提供など利用しやすい環境を整備
　県立図書館と県内大学図書館との間で相互協力
協定を締結（20年12月）
　地域で読み聞かせをしているボランティアの支援
（22年2月）
　福井市等4市4町の住民基本台帳カードを県立図
書館の利用カードとして使用開始（22年3月）

子ども向け図書の貸出冊数
　　２２１，１８９冊(H18)　⇒　２２０，２５５冊（H21）
 
レファレンス件数
　　１８，９９７件（H18）　⇒　２７，３６９件（H21）

インターネット予約貸出件数
　　２９，７３０件（H18）　⇒　５４，３７２件(H21)

読み聞かせ相談会を毎週水曜日に開催

子どもの芸術・文化体験の充実
　県立音楽堂や学校などで、子どもたちが第一級
の音楽や絵画等を鑑賞する機会を拡充
　学校や公共施設において、県立美術館や博物館
が所蔵する絵画、彫刻等を身近に鑑賞できる機会
を充実
　文化活動をしている若者や子どもたちに、県内外
で活躍するプロの芸術家が直接指導するワーク
ショップを開催

ふれあいミュージアムの開催
　　H18 4か所（参加者972人）　⇒　H21 14か所（参加者2,153人）

ヤング・アート・キャンプの開催
　　H21　吹奏楽・合唱・演劇・美術　　　　　　計8回　1,770人参加
　　H22　吹奏楽・器楽・管弦楽、合唱、演劇、美術、書道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計10回（予定）

ふくい子ども文化祭の開催
　　Ｈ18　参加者 680人　⇒　Ｈ22　参加者 2,498人

ふくいまちかどコンサートの開催　計10回（H22予定）

ふれあい文化子どもスクールの開催（H22.11）
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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

県立音楽堂等で第一
級の芸術・文化を直
接 体 験 す る 子 ど も
（小・中・高校生）の数

４万６千人／年 ５万８千人／年 ６万人／年 ７．５万人／年
６万５千人／年

【見込み】
６万５千人／年

県立図書館の図書貸
出冊数

８６万１千冊／年 ８３万５千冊／年 ８５万６千冊／年 ８９万４千冊／年
９０万冊／年

【見込み】
９０万冊／年

◆県立大学を中心とした大学連携リーグ

○県立大学の地域貢献度アップ
　・公立大学法人化を契機に、外部の人材、資金の協力を活発化。地域に貢献する開かれた大学（永平寺キャンパス
　　と小浜キャンパス）として発展
　・福井の海と水資源を活かす観点から海洋生物資源学科を学部化。関連する試験研究機関、高校との連携を強化
○県内の各大学・研究機関・産業支援機関のネットワークによる全体的な研究・技術レベルの向上と人材育成

祭りや民俗芸能の継承
　県内の特色ある様々な祭りを一堂に会する「ふく
いふるさと祭り」を開催
　地域の伝統行事や民俗芸能等を一群として保
存・活用するための認定制度づくりを開始

　
「ふくいふるさと祭り」の開催（H19～）
２１年度に民俗芸能等の認定制度を創設し、１２８件認定
　民俗芸能群
　　①越前の正月・小正月行事　　⑤厄除け行事・お祓いの芸能
　　②若狭の正月・小正月行事　　⑥港町の祭りと山車
　　③ふくいの盆行事　　　　　　　　⑦舞楽法要・神楽
　　④ふくいの農耕習俗　　　　 　　⑧その他

主な政策の実施状況 主な成果等

県立大学の地域貢献度アップ
　地域ニーズを反映した研究提案に対し県民の視
点で審査を行う「地域貢献研究」を拡充
　県が抱える行政課題を研究テーマとして、大学と
県が共同研究を実施
　県立大学海洋生物資源学科の学部化を推進

地域貢献研究
　（新規採択件数）
　　４１件（H16～18）　⇒　９７件（H16～22累計）
　（主な研究成果）
　　・コシヒカリ屑米を利用した除菌アルコールの開発、商品化
　　・福井県に適した早生コムギの育成に成功
　（行政課題研究（H22））　採択８件
　　中国におけるビジネス展開のリスク、収支採算性の分析
　　暮らしの豊かさを示す新しい指標の研究・開発　など

県立大学海洋生物資源学部の設置（海洋生物資源学科の学部
化）（H21.4）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況

文化財の指定等促進
　庭園や考古資料などの基礎調査に基づき、指定
候補文化財の実地調査や選定作業を実施
　保存修理や発掘調査結果を積極的に情報提供
し、文化財の国指定等を働きかけ

文化財の指定等を受けた件数（年間）
　　１４件（H18）　⇒　２５件（H20）
　　　　　　　　　　　　　１１件(H21)、ほか指定等手続中9件
                             　８件（Ｈ22）、ほか指定等手続中20件

主な成果等
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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
大学連携リーグによる
連携研究件数
（新規採択件数）

― １２件
２年間で２２件

（２０年度１０件）
３年間で３４件

（２１年度１２件）
４年間で４２件

（２２年度　８件）
４年間で４０件

◆「みんながプレーヤー」と「世界を夢見るアスリート」の応援

○スポーツふくい基金の創設
　・生涯にわたりスポーツを楽しめる生涯スポーツの応援と世界に通じる競技力の向上を目指す　「スポーツふくい
　　基金」を創設。指導者の育成と選手強化を応援
○「スポーツ大好きっ子」を育てる
　・子どもたちが複数のスポーツを楽しむ「ダブルスポーツ」、一人ひとりがプレーヤーである　「全員選手のクラブ活動」
　　を推進
○「オールシーズン健民スポーツ」の推進
　・県民総参加で楽しみながら健康を増進させる「健民スポーツ運動」を推進

主な政策の実施状況 主な成果等
大学連携リーグによる連携研究の推進
　県内８つの大学・短大・高専の連携組織（大学連
携リーグ）を設立(H19)
　小中高校生への課外授業や県民公開講座を開
催
　学生交流フェスタの開催など、学生相互の文化
交流を推進
　県内外の大学教員が連携して産業、介護、教育
分野などの研究を推進

大学連携リーグによる連携研究件数
（新規採択件数）
　　－(H18)　⇒　４２件（H19～H22累計）
（主な研究）
　・トラフグ口白症ウイルスの遺伝子タイプの特定（県立大学）
　・ラッキョウ由来成分（フルクタン）の細胞培養等への活用による
バイオ医薬品の安全性向上（福井大学）

連携企画講座等（サテライトキャンパス）
（開講実績）
    H21　１３７コマ開講、約2,700人受講
　　H22　１３５コマ開講、約4,000人受講
（主な講座）
　　・アジア・太平洋における日本の役割
　　　　（APECエネルギー大臣会合記念講座）

　　・ふくい発！全国の地域医療を考える講座
　　・ふくい観光学（ふくいふるさと学など）

学生交流フェスタの開催
　Ｈ２２　参加団体　６大学　１９団体
　　　　　参加人数　約３００人

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等
スポーツふくい基金の創設
　国体検討懇話会（平成20年度）、国体ビジョン策
定委員会（平成21年度）での検討を踏まえ、平成30
年に開催される第73回国民体育大会を誘致
　平成22年4月に「スポーツふくい基金」を造成
　国体が本来持つ魅力を十分に引き出し、開催を
契機として、県民県民一人ひとりの健康の増進やス
ポーツ振興につながる「新しい形での国体」の実現
に向けた取り組みを推進

　
　スポーツふくい基金を活用し、生涯スポーツの振興、競技力の
向上、平成30年福井国体に向けた準備を推進

　平成22年1月　平成30年の第73回国民体育大会招致を表明
　　　　　　　2月　国体開催要請書を日本体育協会に提出
　　　　　　　5月　日体協理事会で本県の開催申請書提出順序
　　　　　　　　　　　を了解
　　　　　　　8月　第73回国民体育大会福井県準備委員会設立

　国際大会上位入賞者数（1位～3位）
　　Ｈ18　10人　　⇒　Ｈ21　25人
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１　未来を託す教育・親しみ楽しむ県民文化

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
日本体育協会が公認
する上級指導員、上
級コーチ数

９１人 ８５人 　８８人 ９３人
１２５人

【見込み】
１２０人以上

総合型地域スポーツ
クラブ数

１０クラブ １３クラブ １７クラブ １８クラブ
２０クラブ
【見込み】

２０クラブ

子どもたちの体力向上
　主に運動習慣のない児童を対象に、放課後に
ドッジボールなど体を動かす活動を実施（県内17小
学校）
　県内全小中学生が、指定した運動種目の記録を
県ホームページ上で競い合う「ザ・チャレンジ」を実
施
　全小中学校で各学校の実情に応じた体力向上
推進計画を策定

　
　全国体力・運動能力、運動習慣等調査において体力合計点で
全国最上位の成績

　〔２2年度　全国体力・運動能力、運動習慣等調査における全国順位〕
　　　小学５年生　男子　１位　　　女子　１位
　　　中学２年生　男子　１位　　　女子　１位

県民スポーツの普及
　実施競技種目の増加や冬季開催種目の充実な
ど、参加者の拡大に向けて県民スポーツ祭の実行
方法を見直し
　県民がそれぞれの地域で年間を通じてスポーツ
に取り組める総合型地域スポーツクラブの設立を
支援

県民スポーツ祭参加者数
　　２５，７９５人(H18)　⇒　２８，４９９人(H21)

総合型地域スポーツクラブ数
　　10クラブ(H18）　⇒　２０クラブ(H22)

主な政策の実施状況 主な成果等
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２　女性活躍社会

２　女性活躍社会

◆女性の元気で女性活躍社会

○「女性活躍会議」（「参画」から「活躍」へ）
　・様々な分野、幅広い年齢層の提言を県政に反映するため、職場や活動現場での「女性活躍会議」を実施
○女性キャリアプログラム
　・生活学習館、県立大学等のプログラムにより、子育て後の仕事継続やビジネス起業などに再チャレンジする女性を
　　応援
　・あらゆる分野で女性の進出を支援する「女性活躍支援センター」を創設
○女性の安心地域づくり
　・性犯罪、セクハラ、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）対策を強化。女性が安全で安心して暮らせる地域づくりを推進
　・女性専用外来を民間医療機関へも拡充

再就職支援訓練を修了した子育て女性の数および就職者数
　　訓練修了者数　90人（H18）　⇒　224人（H19～H21）
　　就職者数　　　　19人（H18）　⇒　 94人（H19～H21）
県の支援策（交流会、研修等）を活用した女性の起業数
　　１１社(H18)　⇒　３８社（H19～H22.11）
                       　　　（小売業、サービス業等）

女性の安心地域づくり
 平成21年3月「配偶者暴力防止および被害者保護
のための福井県基本計画」を改定し、被害者の支
援体制を充実
　・被害者の自立のための住宅提供
　・高校生を対象としたデートDV防止の普及啓発
　・民間団体と連携した県民への普及啓発　など

配偶者暴力被害者支援センター
　　相談受付件数　２，６６４件（H19～21累計）

デートＤＶ予防授業の開催　　全高校（３９校）

子育て後の仕事継続やビジネス起業などの応援
　子育て後の職場復帰に必要な実務能力の向上を
図る訓練を実施
　女性企業家との交流会を実施し、先輩起業家か
ら女性の起業に関して助言・指導

「福井新元気宣言」推進に関する政策

「女性活躍会議」の開催
　女性活躍会議を開催
　（H19 10回、H20 10回、H21 10回開催）

女性活躍の社会づくり
　平成１９年８月、生活学習館に「女性活躍支援セ
ンター」を開設
　働く女性のネットワーク会議「ふくい女性ネット」の
講演会・交流会開催、情報誌発行等を支援
　休暇制度の充実など女性の活躍を支援する企業
を「ふくい女性活躍支援企業」として登録、ホーム
ページで公開

ふくい女性活躍支援センター利用者数
　（相談者、講座参加者等）
　　－(H18)　⇒　４８２人／月(H21)
　（相談実績等）
　・女性管理職に対する、リーダーとしての仕事の進め方の
　アドバイス
　・相談事例の新聞掲載により、同様の悩みを抱える多くの
　女性を応援（社会全体の理解促進）
ふくい女性ネット
　参加者４５社、５６人（H19～21累計）
　・フォーラム、交流会の開催等を通じて働く女性の意欲向上
「ふくい女性活躍支援企業」の登録数
　　－(H18)　⇒　５０社（H19～H21累計）
　（企業の主な取組み）
　　・女性のみのプロジェクトチームによる企画・提案
　　・休暇制度の充実など女性の働きやすい職場づくり

主な政策の実施状況 主な成果等

会議の提言を受けて、新たな施策を実施
　新規事業５件、拡充９件　計１４件（H19～21累計）
　（新規事業）
　　・女性医師サポートセンター
　　・婚活応援専用ポータルサイト事業
　　・病児緊急送迎サービス事業
　　・働く人と経営者による両立支援活動推進事業
　　･父親の育休応援企業サポート事業
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２　女性活躍社会

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

女性の活躍を積極的
に促進する企業数

― ２２社
２年間で３７社

（２０年度１５社）
３年間で５０社

（２１年度１３社）

４年間で６０社
（２２年度１０社）

【見込み】
４年間で６０社実施

女性に配慮した診察
を行う病院または診療
所の数

４か所 ６か所 ８か所 １１か所
１５か所

【見込み】
１５か所

◆日本一の子育て応援システム

○毎日充実「放課後子どもクラブ」
　・全小学校区に「放課後子どもクラブ」を整備。縦割りの国の制度を統合し、弾力的な運用の福井方式で、どの子ども
　　にも等しく充実した時間を提供
○手軽に利用できる子育て支援サービス
　・「まちなかキッズルーム」や「病児デイケア」がより身近に利用できるよう市・町との連携を強化して整備。「子育て
　　マイスター」活動をさらに充実
○「ふくい３人っ子応援プロジェクト」
　・福井発の「３人っ子応援プロジェクト」を民・官あげて推進。子どもの数について希望実現の応援
○「家族時間」を長くする
　・夕食時に家族が揃う「家族時間」を持てるように企業協力を呼びかけ
　・父親や家族の子育て参加の促進
○「ママ・ファースト運動」の展開
　・病院やスーパー、公共交通機関で妊婦・子連れ家族を優先する、子育てにやさしい地域社会の実現を目指す県民
　　運動「ママ・ファースト運動」を展開
○「めいわくありがた縁結び」の拡大
　・きめ細かい結婚相談を行う「めいわくありがた縁結び」を、各社会活動グループの協力を得て拡充
○キッズデザイン「子どものまち」づくり
　・子どもや家族の視点に立って、明るく安全な通学路や公共施設の環境・デザイン・運営を「子どものまち」として
　　実行。ユニバーサルデザインのまちづくりの一環として推進

「福井新元気宣言」推進に関する政策

「放課後子どもクラブ」の充実
　市町に「放課後子どもクラブ」の設置を働きかけ
　県に「放課後子どもクラブ推進委員会」を設置し、
運営方法についての協議や指導者研修を実施

放課後子どもクラブ実施校区数
  　１８４校区(H18)　⇒　２０３校区（全校区）(H22)

主な政策の実施状況 主な成果等

女性に配慮した診察を行う病院、診療所数
　（外来数）
　　４か所(H18)　⇒　１１か所(H2１)
　　　　　　　　　　　　　（うち女性専用外来　７か所）

主な政策の実施状況 主な成果等

手軽に利用できる子育てサービスの拡充
　市町や事業実施団体と連携して、病児デイケア
や、すみずみ子育てサポート（保育所等への送迎、
家事の支援等）などを実施
　子育てに関する資格を有する人を「子育てマイス
ター」として登録し、地域の子育て相談を実施
　保育カウンセラーを配置し、発達面で気がかりな
子どもに対するきめ細かい保育を支援

病児デイケア実施箇所
　　１６施設(H18)　⇒　１８施設(H22)

すみずみ子育てサポート事業延べ利用人数
　　２３，００７人(H18)　⇒　４４，９７８人(H21）
　　　　　　　　　　　　　　　　 ２３，２７６人（H22.9）

子育てマイスターによる子育て相談者延べ人数
　　－人（H18）　⇒　１５，３２６人（H21）
　　　　　　　　　　　　　 ８，２６１人（H22.9）

保育カウンセラーの配置（H22～）
　　－市町（H18）　⇒　１４市町（H22）

女性に配慮した診療の充実
　受診時の希望や女性への配慮について県内女
性にアンケートを実施し、結果に基づき医師会等に
女性専用外来の設置等を働きかけ
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２　女性活躍社会

「ふくい３人っ子応援プロジェクト」の拡充
　３人目以降の子どもについて、３歳に達するまで
の保育料や病児デイケアなどの利用料を無料化す
る「ふくい３人っ子応援プロジェクト」を継続
　子どもの医療費助成や妊婦健診費無料化の対象
を拡大

子どもの医療費助成
　　３歳未満、３人っ子世帯は就学前まで無料化（H18）
　　⇒　小学３年生まで助成を拡充（H22.10～）
　　　　※ 就学前まで無料、小学１～３年生は一部自己負担あり

妊婦健診費の無料化
　　３人目以降を対象（H18）
　　⇒　すべての子どもを対象（H21.1～）

主な政策の実施状況 主な成果等

縁結び活動の支援
　理容・美容組合、茶道・華道団体、特定郵便局、
専修学校・各種学校（料理学校）等の協力を得て
結婚相談事業をＰＲし、地域の縁結び活動を活発
化
　行政による運営では全国初となる婚活応援専用
ポータルサイト「ふくい婚活カフェ」を開設

結婚相談員、縁結びさんを介したお見合実施回数
　　７７５回（H18）　⇒　８３２回（H21）
　　　　　　　　　　　　　　６４４回（H22.9）

出会い・交流イベント参加者数
　　７７０人(H18)　⇒　１，９１５人(H21）
　　　　　　　　　　　　　　１，２８６人（H22.11）

企業の子育て応援
　育児休業制度の充実などを規定する一般事業主
行動計画の作成や、経営者と社員が一致協力して
仕事と子育ての両立支援実践を企業に呼び掛け

一般事業主行動計画の策定企業数
　　２５３社(～H18)　⇒　５３７社(～H22.9)
子育て応援プラスワン宣言企業数
　　３０社（H18）⇒７５社（H21／同年度で新規募集終了）
仕事と子育て両立支援実践企業数
　　－（H18）　⇒　３２社（H22.4～10）

「家族時間」の充実
　家族のきずなを深める「家族ふれあい宣言」を行
う家族（ふれあい家族）を募集
　毎月第３日曜日の翌日の月曜日を「放課後活動
定休日」として学校の部活動などを休止
　家族での過ごし方など家族時間に関するキャン
ペーンや独自のアンケート調査を実施

「家庭の日・家族ふれあいデー」の協力店舗数
　　－店舗（H18）　⇒　５１７店舗（H22.10）

毎日家族と一緒に夕食を食べる家庭の割合
　　－％（H18）　⇒　６５％（H20）
※公立小中学校の子どもと保護者へのアンケート調査(毎日…概ね８割)
　　調査対象：子ども３，７００人、保護者３，７００人（H22.11実施）

「ママ・ファースト運動」の展開
　11月を「ママ・ファースト運動強化月間」と位置づ
け、街頭啓発活動等により、運動を広くＰＲ
　交通機関や病院、ショッピングセンターなどに対
し、子ども連れ家族の優先シートや優先受付、授乳
室の提供などを働きかけ
　子ども3人以上の子育て家庭を対象に割引等を
実施する協力店舗を拡大

ママ・ファースト運動協力店舗数
　　－店舗（H18）　⇒　１，８１４店舗（H21）
　　　　　　　　　　　　　　 ２，０１６店舗（H22.10）

父親の子育て参加
　子育てを楽しむ父親を増やすため、新米パパの
子育てブック「パパチケット」を作成、配付
　父親を対象としたコミュニケーション実践講座や
親子料理教室など父と子の交流活動を支援
　父親の子育てを応援する職場環境づくりを行う企
業を知事が表彰

父親の子育て力向上活動への参加者数
　　７０４人（H18）　⇒　１，９８５人（H18～H21累計）

父親子育て応援企業の表彰
　　１６社（H17～H18累計）　⇒　 ３４社(H17～H21累計)
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２　女性活躍社会

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

放課後子どもクラブ実
施校区数（※）

１８４校区 １９１校区 １９５校区
１９５校区

（２０５校区中）
２０３校区

（２０３校区中）
全小学校区

す み ず み 子 育 て サ
ポート事業利用者数

２３,００７人／年 ２８，６２７人／年 ４４,５４０人／年 ４４，９７８人／年
４５，０００人

【見込み】
４５，０００人／年

ママ・ファースト運動
協力店舗数

― ７０５店舗 ８２２店舗 １，８１４店舗
２，０２０店舖

【見込み】
１，９００店舗

毎日家族と一緒に夕
食を食べる家庭の割
合

― ― ６５％ ―
７０％

【見込み】
７０％

一般事業主行動計画
策定企業数（企業規
模：従業員数10～300
人）

２５３社 ２９７社 ４５０社 ５１６社
５５０社

【見込み】
　５５０社

出会い・交流イベント
参加により出会いの機
会を得る人数

７７０人／年 １，３1０人／年 １，７２１人／年 １，９１５人／年
２，４００人
【見込み】

３，０００人／年

歩行者等の安全な通
行を確保する必要性
の高い「あんしん歩行
エリア」内の歩道延長

累計２８ｋｍ 累計３１ｋｍ 累計３５ｋｍ 累計３８ｋｍ
累計４０ｋｍ

【見込み】
累計４０ｋｍ

あんしん歩行エリアの整備
　交通死傷事故件数が多く、歩行者等の安全な通
行を確保する必要性の高い「あんしん歩行エリア」
内の通学路の歩道整備や段差解消を実施

あんしん歩行エリア内の歩道整備、段差解消
　　累計２８km(H18)　⇒　累計３９．２ｋｍ(H22.11)

主な政策の実施状況 主な成果等
「子どものまち」づくりの推進
　県内５か所のモデル地区で地域住民参加により
ワークショップを開催し、明るく安全な通学路や安
心して遊べる公園など、地域住民が子どもの視点
でまちづくりを推進
　ガイドラインやモデル地区での実践例を活用し、
「子どものまち」づくりを各市町に働きかけ

「子どものまち」づくりの推進モデル地区の数
　　－地区（H18）　⇒　５地区（H22）

「子どものまち」づくりガイドライン策定（H20）
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３　イキイキ・長生き「健康長寿」

３　イキイキ・長生き「健康長寿」

◆医・食・住の健康生活

○健康環境の向上
　・広く県民の関心である「医・食・住」の健康な生活環境の向上を、他の政策と総合化して強力に推進
　・予防から治療まで「医療環境」の充実、食育など「食環境」の改善、広く快適な住まいなど「住環境」の改善

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

食育に関心のある人
の割合

７７％ ８５．６％ ８７．２％ ８９．５％
９０％

【見込み】
９０％

福井県版ＨＡＣＣＰ認
証施設の増加

３０施設 ４５施設 　　５２施設 ６７施設
７６施設

【見込み】
　　７５施設

県民が住宅に満足を
感じる割合

６０％
（平成１５年度）

６６％ ６７％ ７２％
７４％以上
【見込み】

　７４％以上

主な政策の実施状況 主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

食育の推進
　食育ボランティアを募集し、ボランティアが食育体
験教室や、栄養教諭と一緒に学校給食センターで
の給食づくりに参画
　保育所・幼稚園等において幼児や子育て世代お
よびその家族に対して出前健康講座を開催
　高校生への食育活動の浸透を図るため、全国高
校生食育王選手権大会を開催
　「食」と「健康」に関する県民活動の向上を図るた
め、女子栄養大学（埼玉県）と提携協定を締結

食育に関心がある人の割合
　　７７％(H18)　⇒　89.5％（H21）

食育ボランティア数
　　515人・団体(H18)　⇒   679人・団体(H22.9)

食育ボランティアの活動回数
　　－(H18)　⇒   １，477回(H21)

食品衛生管理の徹底
　食品関連事業者に対して技術指導講習などを行
い、事業者の福井県版ＨＡＣＣＰ（食品衛生自主管
理プログラム認証制度）取得を促進
　食中毒予防セミナー等の講習会の開催、Ｏ１５７
やノロウイルス食中毒の発生率の高い施設への重
点的な監視指導を実施

福井県版ＨＡＣＣＰの認証施設
　　３０施設(H18)　⇒  ６８施設(H22.10)

環境に配慮した快適な住宅の普及促進
　県産材を活用した省エネ性能の高い住宅の新築
や、住宅の窓・外壁等の断熱性能を高めるリフォー
ムに対する助成の実施

県産材を４０％以上活用した高断熱仕様の木造住宅の普及
　　１６戸（H18）　⇒　３２９戸（H19～H22.11累計）

窓・外壁等の断熱性能を高めた住宅の普及
　　－戸（H18）　⇒　２２６戸（H2１～H22.11累計）
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３　イキイキ・長生き「健康長寿」

◆がん予防・治療日本一

○「自分の体を自分で守る」がん検診作戦
　・「自分で自分の体をチェックする」意識を高め、がん検診率を飛躍的に向上
　・「働き盛り女性・男性検診大作戦」を実施（４０歳代女性（乳がん）、５０代男性（大腸がん）の検診を促進）
○がん医療推進センターの整備
　・陽子線がん治療施設を核として、がんの高度な検査治療・臨床研究拠点を整備
　　県立病院に診療科横断の「チーム医療」を導入
　・難治性のがんについても日本最高水準の医療が受けられるよう人材を集め、国や他県のがんセンターともネット
　　ワークをつくる

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
がん検診受診者数
（各がん検診受診者
の合計）

４１６千人／年 ４４４千人／年 ４７２千人／年 ５２７千人／年
６２５千人／年

【見込み】
６２５千人／年

３年連続でがん検診受診者数が増加（延べ１１万人以上増加）
　　４１５，９６８人(H18)　⇒　５２７，３３０人(H21)

個別検診を実施する医療機関数
　　２１４機関（H22.10）

出前検診を毎年１８か所で開催（Ｈ19～）
　　－人（H18）　⇒　乳がん４３０人、大腸がん１２２人（H21）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況

陽子線がん治療施設の設置
　２３年３月からの治療開始に向け、建物、加速器、
治療装置を整備
　治療費は、全国で最も低い料金（２４０万円）に設
定するほか、県民が治療を受けやすい環境をつく
るため、１治療費当たり２５万円の軽減や嶺南地域
の方への交通費助成などを実施
　県内の主要病院や近隣府県の主要な病院に対
し陽子線がん治療施設の利用を働きかけ
　保険会社と陽子線がん治療の普及に関する協定
を締結し、講演会の共同開催など保険会社と連携
した広報活動を実施
　関西有数の会員制健康サポートクラブと患者紹
介に係る協定を締結
　早期に保険適用が認められるよう、知事が会長を
務める全国粒子線治療促進協議会や全国自治体
病院開設者協議会で国に対し強力に働きかけ

２３年３月から治療開始予定（前立腺がんについては、２２年１２月
から予約受付け開始）

施設の利用促進に向けた活動
　　県外の病院への働きかけ
　　　　２０病院（H18）　⇒　６２病院（H18～H22.9累計）

　　普及ＰＲに関する保険会社との協定
　　　　－社（H18）　⇒　２３社（H19～H22.9累計）

　　出前講座の開催
　　　　－回（H18）　⇒　２０９回、延べ１２，６５４人受講
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H19～H22.9累計）
　　医療関係者向け説明会の開催
　　　　－回（H18）　⇒　７回、延べ５３７人受講
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H19～H22.9累計）

がん医療センターの設置
　２１年２月に県立病院内に「がん医療センター」を
開設
　県外から胃がん専門医師を招聘して研修を実施

　
主治医と複数の専門医によるチーム医療を導入
　　H21.2～　胃がん
　　H22.5～　大腸がん

胃がんおよび大腸がんの専門外来の開設、がん専門病棟の設
置、専門の腫瘍内科医による外来化学療法の実施

招聘研修　H21・22　３回

主な成果等
がん検診の受診促進
　全国で初めて、市町が発行する受診券と料金を
統一し、希望する時間、希望する医療機関で個別
検診が受けられる環境を整備（Ｈ22.5～）
　市町やＪＡ等が未受診者に対して受診を勧奨
　４０歳代の乳がんや５０歳代の大腸がんに重点を
置き、休日にショッピングセンター等で「出前がん検
診」を実施
　県内企業に職場でのがん検診を働きかけ

14



３　イキイキ・長生き「健康長寿」

◆「もっと健康長寿に」プログラム

○予防中心の健康づくり
　・「若さ度」（血管、骨、筋肉、脳）を自己チェックするアンチエイジング（抗加齢）医学、肥満防止のメタボリック・シンド
　　ローム（内臓脂肪症候群）対策を健康診断化
　・健康な歯を守る「８０２０運動」、自らの意思で喫煙をやめる「断煙運動」を推進
○ストレスの少ない「のびのび福井」
　・メンタルチェック、ストレスチェックを人間ドックへ導入
　・自殺予防対策を強化
○地域になくてはならない高齢者（生涯の楽しみ創造）
　・高齢者が知恵と技術を若い世代に伝える「シルバースカウト」役立ち応援。ボランティア活動への参加促進
　・定年後を”いきいきセカンドライフ”として送れるよう、生きがいのための新規就農、起業を応援
○元気生活率アップ（いつまでも熟年）
　・７５歳以上の高齢者の「元気生活率」（要介護認定を受けていない人の割合 18年：73%）を引き上げ
　・「笑いと長寿」、「健康体操」など新しい健康づくり方法を開発・普及

主な政策の実施状況 主な成果等

高齢者の元気生活率向上
　各地区老人クラブに健康づくり推進員を養成、夏
休みのラジオ体操参加を呼びかけ
　健診受診の際に生活機能等の評価を行い、要介
護認定の可能性がある高齢者に対して介護予防
事業の参加を呼びかけ

７５歳～７９歳高齢者の元気生活率
　　８８．５％（H18）　⇒　８９．２％（H21）
　　　　　　　　　　　　　　８９．２％（H22.6）
８０歳～８４歳高齢者の元気生活率
　　７５．０％（H18）　⇒　７６．５％（H21）
　　　　　　　　　　　　　　７６．１％（H22.6）
介護認定を受けるリスクのある高齢者の介護予防事業の参加数
　　４０１人（H18）　⇒　１,１２３人（H22.8）

健康な「歯」を守る運動、喫煙対策
　２０歳(H19)、４０代(H20)および妊産婦を対象に無
料歯科健診を実施
　幼児児童の歯磨き指導等の出前指導を開催
　県内企業に喫煙防止対策を要請するとともに、喫
煙防止講習会を県内大学、専門学校等で開催
　県の庁舎内禁煙を実施（本庁舎は20年10月～、
県出先機関は22年4月～）

無料歯科健診の受診者数
　　４１３人(H18)　⇒　２，４２３人(H21)
　　　　　　　　　　　　　　　 ４５４人（H22.9）
　
歯みがき出前指導の参加者数
　　－人（H18）　⇒　５６５人（H21）

喫煙防止講習会参加人数
　　－人（H18）　⇒　４８４人(H21)

アンチエイジングの促進
　健康と若さを保ちながら年齢を重ねるアンチエイ
ジングの考え方を健康づくりに取り入れた「ふくい
若さ度チェック」の活用法などを、パンフレット配布
や無料体験会開催などによりＰＲ
　医療機関を個別に訪問して健診や健康指導の場
での「ふくい若さ度チェック」の活用を働きかけ

「若さ度チェック」実施医療機関数
　　１５医療機関(H18)　⇒　７０医療機関(H22.10)
  

「こころの健康」の普及
　福井県医師会と共同でストレスチェック票を開発
し、地域や企業の健康診断時等にストレスチェック
を導入
　精神科に関する緊急医療相談や医療施設の紹
介を２４時間体制で行う精神科救急情報センターを
開設（22年6月～）
　自殺予防のための相談会、啓発キャンペーンを
開催
　ひきこもり対策として、コミュニケーション訓練や家
族へのカウンセリングを実施

こころの健康チェック受診者数
　　－人(H18)　⇒　２３７，２８４人(H20～H22.10累計）

精神科救急情報センターの相談件数
　　５００件（H22.6～H22.10累計）

ひきこもり者コミュニケーション訓練の参加者数
　　５８回、延べ２８４人（H22.4～H22.10累計）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

15



３　イキイキ・長生き「健康長寿」

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

(75～79歳）８８.５％ (75～79歳）８８.８％ (75～79歳）８９.０％ (75～79歳)８９.２％
(75～79歳)９０.0％

【見込み】
（75～79歳）

　約９０％

(80～84歳）   ７５％ (80～84歳）７６.３％ (80～84歳）７７.０％ (80～84歳)７６.５％
(80～84歳)７６.1％

【見込み】
(80～84歳）

　約８０％

（男性）２７.３％
      （８５千人）

21年度の調査結果
（男性）３８.５％

（男性）４０％以上
(１２０千人以上)

（女性）２８.５％
  　  （９８千人）

（女性）３０.０％
（女性）３５％以上

(１２０千人以上)

（男性）４２.０％
21年度の調査結果

（男性）３６.５％
（男性）３５％以下

（女性）　６.２％ （女性）　８.５％ （女性）　４％以下

こ こ ろ の 健 康 検 査
チェック受診者

　　―
ストレスチェック票、
判断マニュアル等
の開発

６２，１４０人
２０年度～２１年度

１５５，３１４人
（２１年度９３，１７４人）

２０年度～２２年度
２８０,０００人

(22年度124,686人)

【見込み】

２０年度～２２年度
で２８０，０００人

(男性)４０％
【見込み】

(女性)３５％
【見込み】

(男性)３５％
【見込み】

(女性)　４％
【見込み】

　―

　―

高齢者の元気生活率
（※）

主な政策の実施状況 主な成果等

　―
運動習慣のある者の
割合（推計人数）

喫煙率（推計人数） 　―

「笑い」を取り入れた健康づくり
　保健・医療・介護施設従事者等を対象に「笑いと
健康」普及研修会を開催
　関西大学と連携して「関大ふくい笑い講」を開催。
県内福祉施設等において関西大学の落語研究会
学生による落語実演

「笑いと健康」普及研修会の参加者数
　　－人（H18）　⇒　６３０人（H19～H21累計)

県内福祉施設等での落語実演の参加者数
　　－人（H18）　⇒　１８回、１,１３０人（H19～H21累計)

関大ふくい笑い講の参加者数
　　－人（H18）　⇒　１,５００人（H19～H21累計）

高齢者総合政策の推進
　東京大学高齢社会総合研究機構（ジェロントロ
ジー研究）と共同して中山間地域における集落の
実態調査を実施
　医療・介護・健診データを個人単位で接合・分析
し、県民の健康度等について調査・研究を実施

　
　小口農産物の集荷や集落住民の問題解決をサポートする集落
支援員の配置などを実施
　医療・健診データ分析の中間報告で、県民の健康状態が全国
と比較し総じて良好であると判明
　　例：５０代の最高血圧の平均値 (mmHg）
　　　　　　福井県：129.5（男性）、124.2（女性）
　　　    　全    国：138.2（男性）、131.2（女性）

望ましい数値は
130未満
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３　イキイキ・長生き「健康長寿」

◆出産から介護まで安心医療

○医師・看護師の人材確保
　・研修・奨学金制度の充実による研修医の確保。院内保育等による女性医師・看護師の確保
○地域医療ネットワークの整備
　・産科・小児医療の全県応援体制の整備
　・「一家一医」のかかりつけ医の普及。ボランティア医の拡大
　・一人ひとりを医療グループ（医師・看護師・ケースワーカー）で支える地域総合体制を充実
○緊急専門医「ドクタープール制度」の導入
　・拠点病院に救命救急医師のプール制度を導入。災害緊急時やへき地の救命医療に専門医を派遣

女性医師の支援
　２０年５月に「ふくい女性医師支援センター」を開
設し、専任コーディネーターが女性医師の相談に
対応
　女性医師の働きやすい勤務環境に関する病院長
への講習会や女性医師同士の情報交換会を開催
し、就労継続および復職を支援

育児等で休業していた女性医師の復職
　　－人（H18）　⇒　６人(H20～H21累計)

かかりつけ医の普及拡大
　県内５地区において複数医師による在宅医療
チームづくりを推進し、医師、介護従事者、薬剤師
などが連携する仕組みを整備
　東京大学と福井県のジェロントロジー共同研究の
一環として、坂井地区における在宅医療・介護の将
来モデルづくりを地元市、医師会等と連携して推進
　在宅医療・介護のあり方を考えるシンポジウムを
開催（平成２２年１０月、坂井市）
　かかりつけ医を選択できるよう、各病院・診療所の
治療や検査の内容・実績などの医療サービス情報
を県ホームページで公表

在宅チームへの登録医師数 （県内５地区）
　　－人（H18）　⇒　９６人(H22.9)

看護師の確保
　合同就職説明会を嶺南と嶺北で開催
　ナースサポーターをナースバンクに設置し、再就
業を促進
　病院内保育所への補助制度を拡充し、県内病院
に院内保育所設置を働きかけ

県内看護学校等の県内就業の割合
　　７６．７％（H18）　⇒　８０．４％（H21）

再就業により確保した看護職員数
　　３５３人(H18)　⇒　３５２人(H21)
　　　　　　　　　　　　　 ２１８人(H22.9)

病院内保育所を設置する医療機関数
　　１６機関（H18)　⇒　２０機関（H22.9）

医師の確保
　臨床研修病院と協力して東京・大阪・名古屋等で
の病院合同説明会を開催し、臨床研修医を確保
　福井大学医学部に県の寄附講座「地域医療推進
講座」を設置し、研修の充実や医師不足医療機関
への医師派遣を実施
　救急医・家庭医養成キャリアアップコース（後期研
修事業）の実施や医師確保アドバイザーによる勧
誘を通して県内に勤務する医師を確保
　県内で従事する医師を養成するため、福井大学
医学部入学者に対する奨学金制度を創設

医師確保対策による医師充足数
　　－人（H18）　⇒　２２人(H19～H22.10累計)

奨学金を貸与した医学部学生数
　　－人（H18）　⇒　１５人（H21～H22累計）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等

17



３　イキイキ・長生き「健康長寿」

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

新たな医師確保対策
による医師充足数

― ４人
２年間で９人

（２０年度５人）
３年間で１４人
（２１年度５人）

４年間で２２人
（２２年度８人）

【見込み】
４年間で２０人

主な政策の実施状況 主な成果等
周産期医療の機能強化
　県立病院の総合周産期母子医療センターを中心
に、地域周産期母子医療センターや地域の産科医
院等と連携し、危険性の高い妊娠や出産における
安全性を確保する仕組みを整備
　人口１００万人未満の県で初めての２センター体
制構築のため、２４年度の指定を目指して、福井大
学医学部附属病院において総合周産期母子医療
センターの整備に着手

周産期死亡率（出産千対）
　　４．２〔全国13位〕（H18）　⇒　２．８〔全国1位〕（H21）

新生児死亡率（出生千対）
　　１．１〔全国12位〕（H18）　⇒　０．６〔全国1位〕（H21）

小児初期救急センターの設置
　病院勤務の小児科医の負担を軽減し、安定した
小児医療体制を確保するため、開業医が中心と
なって小児軽症患者を診療する小児初期救急セン
ターを設置

県こども急患センターの設置
　　開設予定：２３年４月１日
　　診療時間：月～土 １９時～２３時、日・祝日 ９時～２３時
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４　みんなの手によるあたたか福祉

４　みんなの手によるあたたか福祉

◆ヒューマンパワーのあたたか福祉

○「待機者ゼロ県」の継続
　・整備率が全国最高水準の介護施設をさらに充実し、在宅サービスとのバランスにより　「待機者ゼロ県」を継続
○在宅・施設の最適介護バランスで寝たきり予防
　・施設と在宅の相互協力による在宅介護サービスを充実。空き家利用で語らいの場をつくるコミュニティの仕組み
　　づくり
　・女性の介護負担を軽減する総合対策を実施
○ヒューマンパワーが支える「共動福祉社会」の実現
　・多くの県民が登録している福祉ボランティアの活動を活発化するため、行政側の「地域福祉コーディネーター」を
　　育成
　・「ボランティア・カフェ」をまちなかの立ち寄りやすい場所に設置。福祉ボランティアのやる気とニーズをマッチング。
　　若者・熟年者を中心に活動機会を拡大

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
介護施設に真に入所
を必要とする待機者
数（※）

待機者ゼロ 待機者ゼロ 待機者ゼロ 待機者ゼロ
待機者ゼロ

【見込み】
待機者ゼロを維持

在宅介護サービス利
用者数

１８，０００人 １８，９８４人 ２０，１１５人 ２１，３４０人
２２，２００人

【見込み】
２２，０００人

ボランティア活動の年
間行動者率（推計人
数）

３６.６％
（２５５千人）

―
４８．１％

（３３３千人）
５４．５％

（３７７千人）
５５％

【見込み】
５５％

（３８０千人）

在宅サービス、ショートステイの充実
　女性をはじめとする家族の介護負担を軽減する
ため、夜間利用されていない通所介護施設を活用
してショートステイサービス（介護保険対象外）を行
う市町を助成

在宅サービス利用者
　 　１８，０００人（H18）　⇒　２２，１６３人（H22.7）
通所施設におけるショートステイ延べ利用者数
  　 －人（H18）　⇒　１，０６２人（H21）
　　　　　　　　　　　　　　　４１３人（H22.8）

介護人材の確保・育成
　給与水準の低い事業所に交付金を助成し、介護
職員の給与水準、職場環境を改善
　緊急雇用創出基金等を活用し、介護現場で研修
を受けながら働ける場所を提供することにより、新
規雇用を促進し、介護人材を確保

介護職員処遇改善交付金による給与水準向上効果
　　平均１人当たり１６，６０９円の上昇（H22.9）

介護雇用プログラム等による介護分野での新規就業者数
　　－人（H20）　⇒　４０４人（H21～H22.9累計）

福祉ボランティアの活動促進
　福祉施設の職員やボランティア等を対象に「地域
福祉コーディネーター研修会」を開催
　ボランティアの集いの場として、アオッサ７階に「ボ
ランティア・カフェ」を設置し、積極的に情報提供

地域福祉コーディネーターの養成数
　　－人(H18)　⇒　８５０人養成（H20達成）
ボランティア・カフェの利用人数
　　－人(H18)　⇒　１０，１４０人（H21)
　　　　　　　　　　　　　５，０３２人（H22.11）

主な政策の実施状況 主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

介護施設の整備促進
　真に入所が必要な要介護者が施設に入所できる
よう、社会福祉法人等が行う施設整備や療養病床
から介護施設への転換に対して県や市町が助成

介護施設整備数
　　８，８３５床（H18）　⇒　９，８１７床（H22.9）
ショートステイ整備数
　　６５７床（H18）　⇒　８７５床（H22.9）
小規模多機能型居宅介護事業所設置数
　　１６か所（H18）　⇒　４７か所（H22.9）
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４　みんなの手によるあたたか福祉

◆つながりと自立の応援プロジェクト

○家族・地域で支える障害者
　・障害者雇用率を向上。授産施設で働く障害者の所得を倍増
　・障害者の自立の住まい（グループホーム）や文化・スポーツ活動を支援
　・発達障害児の就労支援を拡充
○バリアフリー社会の推進
　・点字ブロックの整備、歩道の段差解消などを市・町と連携し推進。建物・交通機関における障害者対策を促進
　・障害者の社会参加を促進する情報・コミュニケーション基盤を充実
○一人ひとりの命が輝く難病対策
　・本人、家族の悩みを真摯に受け止め、機器の貸し出しなど、きめ細かな対策を継続して実行

難病支援
　難病支援センターや健康福祉センターにおい
て、コミュニケーション機器の貸出しを実施
　重症難病患者の介護者の負担軽減を図るため、
短期入院（レスパイト入院）を行った医療機関を助
成
　在宅での介護を支援するため、全国に先駆けて、
長時間訪問看護を行った医療機関、訪問看護ス
テーションを助成（22年度～）
  難病支援センターに難病患者の就労を支援する
就労支援員を配置（22年度～）

コミュニケーション機器を使用して新たに意思伝達が可能となっ
た人数
　　－人（H18）　⇒　４８人(H19～H22.10累計)

短期入院（レスパイト入院）を行った人数
　　－人（H18）　⇒　３７人(H19～H22.10累計)

長時間訪問看護を受けた人数
　　１３人(H22.4～H22.10累計)

新規就労者数
　　２人(H22.4～H22.10累計)

グループホームの整備やスポーツ活動の支援
　グループホーム・ケアホームの改修や安全設備の
整備に対して助成
　県障害者スポーツ大会、障害者スポーツ体験教
室や県障害者ハートフル文化祭を開催

グループホーム・ケアホームの施設数
　　５６か所(H18)　⇒　９８か所(H22.10)

グループホーム・ケアホームの入居者数
　　３０２人(H18)　⇒　５７７人(H22.10)

巡回障害者スポーツ体験教室の参加者数
　　－人(H18)　⇒　　５９２人（H21)
　　　　　　　　　　　　　５８３人（H22.10）

バリアフリー社会の推進
　車いす使用者等の利便性を向上するため、
「ハートフル専用パーキング（身体障害者等用駐車
場）利用証制度」を創設し、施設設置者に対して設
置協力を働きかけ

ハートフル専用パーキングを設けている施設数
　　－施設(H18）　⇒　７８１施設(H22.10)

発達障害児者への支援
　県発達障害児者支援センターにおいて、発達障
害児者の相談や支援を実施（18年10月～）

県発達障害児者支援センターでの相談支援件数
　　３５２件、うち就労関係７件（H18.10～H19.3累計）
　　⇒ ４，０９１件、うち就労関係２，０７５件（H21）
　　　　３，４８９件、うち就労関係１，３８６件（H22.4～H22.10累計）

障害者雇用率の向上や働く障害者の賃金増
　障害者の職業能力開発、雇用相談等による雇用
支援を実施
　授産施設に対するマーケティング研修やアドバイ
ザー、中小企業診断士の派遣を実施
　県や市町の庁舎などで授産商品を販売するセル
プフェアを開催
　セルプ振興センターの営業職員等を増員し、授
産商品や作業受託の企業等への売込みを強化

障害者雇用率（民間企業）　２．２５％（全国２位：平成２２年）
障害者就職率　６３．２％（全国１位：平成２１年度）

平均授産賃金（月収入）
　　１５,５００円(H18平均)　⇒　２２,２００円（H21平均）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２,３８０円（H22.4～H22.9平均）

主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況
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４　みんなの手によるあたたか福祉

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

授産賃金（月収入）の
倍増（※）

　１５，５００円 １８,２００円 ２０，８００円 ２２，２００円
２７,０００円
【見込み】

３０，０００円

障害者グループホー
ム・ケアホームへの入
居者数

　　　３０２人 ３６３人 ４４６人 ５６９人
６４２人

【見込み】
６３０人

ハートフル専用パーキ
ングを設けている施設
数

－ ４５６施設 ５９６施設 ７１０施設
８００施設
【見込み】

８００施設
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５　日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

５　日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

◆「福井治安向上プラン」の実行

○凶悪化する犯罪の防止と検挙率のアップ
　・交通体系の変化に伴い懸念される広域・凶悪犯罪を総力を挙げて抑止。「目に見える警察官」活動を徹底
○スロードライブによる死亡事故撲滅
　・死亡事故の撲滅に向け「３Ｓ（スロー、シグナル、シャイン）運動」。特に、制限速度を守る「スロードライブ」を推進。
　　飲酒運転死傷事故ゼロ
○みんなが参加の防犯隊・地域見守り活動
　・見守り活動の組織体制を強化。「子ども安心３万人作戦」をさらに活発化。公務員の参加促進
　・スクールバスや活動用機器の導入支援

消費者啓発講座受講者数
　　７１，４５９人(H19～H22.11)

不当取引を行う事業者に対する行政指導
　－（H18）　⇒　８件(H19～H22.11)

主な政策の実施状況 主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

小中学生の見守り活動等の充実
　登下校時や帰宅後等の見守り活動を全小学校区
で実施
  ２１年度から全中学校区においても中学生の安全
確保のための活動を実施
　企業等に従業員の見守り活動への参加協力を要
請
　女性の安全確保活動を全市町で実施

青少年の非行防止
　保護者やインターネット事業者に、有害情報の閲
覧防止ソフト導入の努力義務を課すなど、青少年
育成環境の変化に対応して福井県青少年愛護条
例を改正
　青少年育成県民会議等と協力して非行防止一斉
キャンペーン、一斉街頭補導、マナーアップ指導
等を実施し、青少年の規範意識を高揚

小学校の見守り活動参加者数
　　約４４，９００人（H19.3）　⇒　約４８，０００人（H22.9）

子どもの見守り活動参加車両　　１，５００台（H21～）

中学校での活動状況（全77校区）
　　・登下校時の巡回パトロール等　　　　　　　７０校（H22.9）
　　・防犯講習会の開催　　　　　　　　　　　　 　４３校（H22.9）
　　・安全についての地域での啓発活動　　 　３１校（H22.9）
　　・安全マップの作成　　　　　　　　　　　　　　２９校（H22.9）

子どもの見守り活動協力企業数　　１，２６８社(H22.10)

女性が被害に遭いやすい箇所でのパトロール実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１７市町(H22)

非行少年数
　　７２５人(H18)　⇒　５９４人(H2１)

非行防止一斉キャンペーン：年１回（７月）
　　　　　　　　　H19～22参加者数　　延べ約１，２００人
一斉街頭補導実施：年３回実施（７月、９月、１２月）
　　　　　　　　　H19～22参加者数　　延べ約１８，０００人
列車におけるマナーアップ指導：年２回実施（６月、１１月）
　　　　　　　　　H19～22参加者数　　延べ約６６０人

交通安全の徹底
　地域や家庭において「交通安全スロー・シグナ
ル・シャイン（３Ｓ）運動」を実施
　特に「スロードライブ」に重点を置き、平成２１年度
からは、スピードガンによる通行車両の速度状況調
査を行い、その結果を分析して県ホームページに
て公表するほか、講習会で活用

制限速度内で走行する車両の割合（スピードガンによる通行車両
の速度状況調査結果）
　           　６２．２％（H21）　⇒　６７．８％（H22）
　
スロードライブ推進講習会受講者数
　　３，９８８人(H21～H22)

消費者保護の促進
　老人会、地域の集会、学校行事などの県民に身
近な場所で、催眠商法やマルチ商法等の被害防
止のため、消費者啓発講座を開催
　１９年度から消費取引専門指導員１名を配置し、
特定商取引法等に基づく行政措置等を積極的に
実施

犯罪防止と検挙率のアップ
　平成１９年４月に「福井治安向上プラン」、平成２１
年４月に「『安全・安心ふくい』実現プラン」を策定
し、子どもや女性を守るまちづくりの推進を始めとす
る施策を重点的に実施

検挙率
　　４７．８％（H18）　⇒　５１．６％（H21）
刑法犯認知件数
　　７，４２２件（H18）　⇒　６，３６９件（H21）
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５　日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

交通事故死者数
６４人／年

（平成１８年）
６０人／年

（平成１９年）
５５人／年

（平成２０年）
５４人／年

（平成２１年）
３８人／年

（平成22年12月16日現在）
６０人／年以下

◆災害・危機への「最初動」対策

○自然災害から暮らしを守る防災体制の強化
　・福井豪雨災害・豪雪の教訓を活かし、民間との防災協定、要援護者対策を徹底
　・自主防災活動の中核となる地域消防団を充実。企業奨励の導入、公務員の参加促進
　・洪水ハザードマップを市・町と連携して平成２１年度までに全主要河川で作成
　・地域コミュニティによる除雪・屋根雪下ろしの応援。高速道路や歩道の除雪・融雪の充実強化
○治水・砂防・ダムなどハード整備と避難体制などソフト対策を組み合わせた災害対策の強化
○小中学校耐震化の優先徹底
　・教育と避難の場である小中学校の耐震化を最優先で促進
　・県有施設や多くの県民が利用する民間施設の耐震化
○国民保護計画による対外情勢への迅速な対応
　・全国瞬時警報システム、メディア情報による迅速な初動対応の徹底
　・様々な想定で訓練を高度化。計画やマニュアルを絶えず点検・更新
○拉致問題への的確な対応。全容解明を国に強く要請

民間事業者等との防災協定の充実
　災害時における水や食糧などの生活物資確保に
備えるため、各種防災協定を充実

　ローソン、ファミリーマートなどの民間事業者等と防災協定を締
結
　　２３社(H18)　⇒　５１社(H22)

地域消防団の充実
　消防団充実のため、女性、学生の入団促進や機
能別団員制度および消防団協力事業所表示制度
を導入

　大学や商工会議所等の各経済団体への訪問や各消防と協働
で啓発活動を行い、消防団への加入を促進

　消防団員数
　　５，４１１人(H18)　⇒　５，６２９人(H22.10.1)
　
　機能別団員制度　永平寺町消防でH20年4月1日導入
　　－ (H18)　⇒　４２人(H22.10.1)
　
　消防団協力事業所制度　県内９消防で導入済み
　　－ (H18)　⇒　１２６事業所(H22.10.1)

主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況
総合防災訓練・原子力防災訓練の実施
　地震などの大規模な自然災害や原子力発電所
での万が一の事故発生を想定し、災害時における
防災活動など緊急対応に備えた国、市町、防災関
係機関等との防災訓練を毎年度実施

　総合防災訓練については、２１年度に近畿２府７県による合同
訓練を、２２年度には地震と風水害による複合災害を想定した初
めての訓練を実施
　また、他県からの応援ヘリの統制や被災者の広域医療搬送な
ど、福井空港を広域防災拠点として活用したほか、孤立集落発生
時の対応訓練や災害時要援護者に重点をおいた避難訓練等を
実施

　原子力防災訓練については、現地防災情報センターの設置
や、陸路だけでなく船舶やヘリによる様々な手段での住民避難訓
練を取り入れたほか、福祉バスによる災害時要援護者の避難支
援など新たなメニューを加えて実施
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５　日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

主な政策の実施状況 主な成果等
災害時要援護者対策の徹底
　高齢者や障害者など災害時要援護者の避難支
援体制を充実するため、市町の避難支援プラン整
備を促進
　土砂災害警戒区域内に立地する災害時要援護
者関連施設を対象とした災害防止に関する説明会
を開催

　災害時要援護者避難支援プラン作成や福祉避難所の設置・運
営に関する意見交換会のほか、要援護者の避難支援を行う人材
育成のための研修会を開催
　
　　市町の避難支援プラン作成状況
　　　－(H18)　⇒
　　　１７市町が全体計画を作成済(H2１)
　　　１７市町が要援護者本人の同意を取りつつ個別計画を随時
　　　更新

土砂災害の危険性と特性の理解促進
土砂災害ハザードマップの配布
　対象災害時要援護者関連施設数：１６６施設

除雪・消雪対策
　圧雪による交通渋滞が発生しやすい区間などを
中心に消雪施設を整備
　降雪期前にパトロールを実施し、積雪によって道
路に倒れかかるおそれのある木を事前に伐採
　高速道路における大雪時の滞留車の退出方法を
検討

消雪設備の整備を実施した道路延長
　　２７６km(H18)　⇒　３０７．４㎞(H22.11)

県内高速道路における上下線の連絡路を活用した滞留車の退
出方法を確立

ハザードマップ作成により洪水・土砂災害の情報が充実した市町
数
　４市町(H18)　⇒　１７市町(H21)
　・洪水ハザードマップ作成河川数
　　　４河川（H18）⇒全主要２０河川（H21完了）
　・土砂災害ハザードマップ配布自治会数
　　－自治会（H18）⇒５２３自治会（H22.11）

土砂災害警戒区域等の指定数
　３，２６６か所（H18）　⇒　１０，１０８か所(H22.11)

洪水・土砂災害への対応
　市町のハザードマップ作成を支援し、消防団や自
主防災組織の防災訓練時に活用
　土砂災害警戒区域等の指定を進め、危険箇所情
報を市町の防災計画に反映

小中学校の耐震化の促進
　小・中学校施設の耐震化促進を支援するための
県独自の補助制度を拡充

公立小中学校施設の耐震化率
　　５７．０％(H18)　⇒　７１．５％(H21)
　　　　　　　　　全国平均 ７３．３％（H21）　全国順位19位
　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　７９．１％(H22見込み）

足羽川激特事業の実施
　足羽川河床の掘削や堤防強化、幸橋・木田橋・
泉橋の架け替え工事を実施

幸橋(H19.10）、木田橋(H20.12）、泉橋（H21.3）の供用開始

足羽川激特事業の完了（H21.11）

河川の治水対策、砂防ダムの整備促進
　治水対策が必要な河川について河床の掘削や
護岸整備などの河川改修を実施
　緊急性、必要性の高い箇所において砂防ダムな
どを整備

必要な治水対策が完成
　　６河川(H19～H22.11累計)

土砂災害対策完了箇所数
　　９３か所(H19～H22.11累計)
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５　日本一の安全・安心（治安回復から治安向上へ）

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

民間事業者等との防
災協定数

２３社 ４７社 ４９社 ５１社 ５１社 ５１社

必要な治水対策が完
成する河川数

（２５河川改修中） １河川改修完了
２年間で

３河川改修完了
（20年度2河川改修完了）

３年間で
６河川改修完了

（21年度3河川改修完了）

４年間で
７河川改修完了

（22年度1河川改修完了）
【見込み】

４年間で
７河川改修完了

洪 水 、 土 砂 災 害 ハ
ザードマップの作成

４市町 １１市町 １３市町
１７市町

（全市町）
１７市町

（全市町）
１７市町

（全市町）

土砂災害対策を実施
する箇所

（１６２か所整備中） ４１か所整備
２年間で

６３か所整備
（20年度22か所整備）

３年間で
８６か所整備

（21年度23か所整備）

４年間で
１０７か所整備

（22年度2１か所整備）

【見込み】

４年間で
１００か所整備

消雪設備の整備延長 ２７６ｋｍ ２８６ｋｍ ２９４ｋｍ ３０２ｋｍ
３１０km

【見込み】
３１０ｋｍ

拉致問題への的確な対応
　拉致問題についての県民意識の高揚を図るため
の啓発活動を実施
　県単独および「北朝鮮による拉致被害者を救出
する知事の会」により、国に対して、帰国拉致被害
者支援制度の延長および特定失踪者の真相究明
を含む拉致問題の早期解決について要請

２１年１１月７日、「北朝鮮に拉致された日本人を救出する国民大
集会・福井大会」を国と共催で開催（特定失踪者家族が国民大集
会で初のメッセージ発信、１，３００人参加）

拉致被害者等給付金の支給期間延長（５年間）

全国瞬時警報システムの整備促進
　緊急情報の伝達に有効な全国瞬時警報システム
（J-ALERT）の各市町への整備を促進

　平成２２年度中に県内すべての市町で整備終了予定

　全国瞬時警報システム（J-ALERT）を運用中の市町
　　－(H18)　⇒　６市町(H22.10)

県有施設や多くの県民が利用する民間施設の耐
震化
　県有施設のうち、災害時の拠点となる建築物への
補強工事の実施
  県独自の補助制度の創設や国の交付金を活用し
た基金の設置などにより社会福祉施設等の耐震化
を促進
　木造住宅の耐震診断や補強プラン作成、耐震改
修工事に対する支援を市町と連携して実施

防災拠点施設（合同庁舎、土木事務所）の耐震化率
　  ７５．４％（Ｈ18）　⇒ ８３．３％(H22見込み）

社会福祉施設等の耐震化率
　　高齢者福祉施設
　　　　８３．２％（H18）　⇒　８７．７％（H22.4）
　　障害者福祉施設（グループホームを除く）
　　　　８０．６％（H18）　⇒　８４．９％（H22.4）
　　児童福祉施設
　　　　６５．８％（H18）　⇒　７６．０％（H22.4）
　　二次救急病院
　　　　５５．８％（H20）　⇒　６７．４％（H22.3）

木造住宅の耐震診断・補強プランが作成された戸数（累計）
　　982戸(H18)　⇒　2,260戸（H22.11)
木造住宅の耐震改修工事が実施された戸数（累計）
　　－戸(H18)　⇒　179戸(H22.11)

国民保護計画の実効性確保
　テロ攻撃などの緊急事態に対応するため、国民
保護計画に基づく国、市町、関係機関等との図上
訓練を毎年度実施

　
　全国で初めて首相官邸に政府対策本部を設け、国・県・市町に
よるテレビ会議で住民避難などの対応方針を決める訓練を実施
（H20）
　国民保護計画に新たに盛り込んだ現地調整所を県・市共同で
設置・運営し、避難等における県・市・関係機関の協力体制を検
証（H21）

主な政策の実施状況 主な成果等
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６　地域を支え世界に広がる福井の産業

６　地域を支え世界に広がる福井の産業

◆次世代技術産業の育成

○「世界企業」育成プロジェクト
　・国や県外の教育・研究機関との連携を強化し、事業化目標を明確にした「福井型産学官連携（福井ウエイ）」を
　　進め、世界レベルの次世代技術産業、医療・環境産業を育成
○次世代新産業につながる企業誘致の促進
　・繊維や眼鏡技術の応用・活用が期待される自動車関連企業、電子部品関連企業の誘致を促進
　・県内企業と誘致企業との交流・コラボレーションを支援

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
産学官の連携・協力
による次世代技術産
業の売上額

１００億円 １６５億円 １７０億円 １６４億円
２５３億円
【見込み】

３００億円

県内に立地する企業
数

３６社／年
（平成18年）

２６社／年
（平成19年）

２年間で５２社
（２０年２６社）

３年間で６８社
（２１年１６社）

４年間で８８社
（２２年２０社）

【見込み】
４年間で１００社

テクノポート福井にお
ける新規立地および
工場の増設

１７社／年 １３社／年
２年間で２６社

（２０年度１３社）
３年間で３４社
（２１年度８社）

４年間で４０社
（２２年度６社）

【見込み】
４年間で４０社

テクノポート福井にお
ける新規雇用者数

１２５人／年 １７１人／年
２年間で２９２人

（２０年度１２１人）
３年間で３５８人
（２１年度６６人）

４年間で４００人
(２２年度４２人)

【見込み】
４年間で４００人

元 気 な 産 業

工業技術センターにおける共同研究開発
　企業との共同研究を進め、工業技術センターの
保有特許を活用した新商品化を支援

保有特許の実施許諾料
　　８６４万円(H18)　⇒　１，１４５万円(H22見込み）
　　　　　　　　　　　　　　　　（新商品化２１件）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

次世代技術の技術開発支援
　先端材料の加工やレーザーの利用に関する県内
企業の研究開発等に助成
　県内企業の技術・製品を県外大手企業に提案す
る展示商談会を開催

主な政策の実施状況 主な成果等

次世代技術産業の企業誘致
　平成19年度に策定した企業立地促進法に基づく
基本計画に沿って、次世代技術産業の集積につな
がる誘致活動を展開
　進出企業と県内企業によるビジネス懇談会を開
催

県内に立地する企業数等
　３６社(H18)　⇒　８７社(H19～H22.11）
　　　　　　　　　　　　（雇用者数１，５５０人、
　　　　　　　　　　　　　設備投資額１，０４３億円）
ビジネス懇談会の開催回数
　　　－（H18）⇒２１回（H19～H22.11）

電子タグを活用した技術開発
　電子タグ(RFID技術)を活用して、ものづくり技術
にＩＴ技術を付加した新たな製品・システム開発を
支援

先端マテリアル創成・加工技術やレーザ高度利用技術など産学
官の連携・協力による次世代技術産業の売上額
　　１００億円(H18調査)　⇒　２５３億円(H22.10調査)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(年度末見込み額)
大手企業との展示商談会による成約件数
　－（H18）⇒９８件（H22調査）

電子タグを織り込んだテキスタイルの開発により病院等で車椅子
の位置を確認できるカーペットの実用化を支援
商品の在庫管理等に活用できる電子タグの機能を持つ織ネーム
の開発を支援（特許出願中）
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６　地域を支え世界に広がる福井の産業

◆地域の雇用とコミュニティを支える地場産業（地域貢献産業）

○地場産業の構造改革
　・「地域産業活性化ファンド」を創設、「実は福井」のものづくり技術・農林水産物・観光資源など福井の「強み」を
　　組み合わせた１００の新事業を創出
　・伝統的工芸品のブランド力を高め、産業観光として展開。陶芸館の機能強化
　・おいしい水、日本酒、豆腐など福井の豊かな食材を活かした新しい健康長寿ビジネスを育成
○小規模企業のセーフティネット
　・中小企業に対する指導、融資によるセーフティネットの充実
　・土木建設業等の他業種・異分野進出を支援

主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況

経営安定資金の融資実績
　　　５８億円（H18） ⇒　４５５億円（H21）
資金繰り円滑化支援資金の融資実績
　　　－(H18)　⇒　１２８億円（H21）
マル経資金の利子補給対象融資実績
　　　－(H18)　⇒　３７億円（H21.7～H22.3）
県内主要金融機関の金融円滑化法への対応状況
　　融資申込みに対する実行：件数7,925件、率84.6％、
　　謝絶：件数417件、率4.5％　（H22.9）

繊維産業・眼鏡産業の振興
　県外繊維産地等との交流、新商品開発や人材育
成への支援、北陸３県繊維産業クラスターによる海
外販路開拓や非衣料分野への展開を支援
　県外眼鏡小売店と協力した独自の商品づくり、Ｇ
Ｇ２９１（東京）およびめがねミュージアム（鯖江）の
開設支援

繊維製品の衣料分野での自販率の割合
　　約４５％(H18調査)　⇒　５３％(H22調査)（見込み）
眼鏡枠の自社ブランド等の生産比率（金額ベース）
　　２０％（H18調査）　⇒　３０％(H22調査)（見込み）
ＧＧ２９１、めがねミュージアムの売上額
　　－（H18）⇒３,４９８万円（ＧＧ２９１）、３,４４３万円（ﾐｭｰｼﾞｱﾑ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H22.4～11）

経済・雇用対策の実施
　世界同時不況等により厳しい状況にある本県経
済の早期回復に向け、大規模な経済・雇用対策を
実施
　・国の雇用調整助成金への上乗せ支援等による
　　雇用の維持
　・経営安定資金、資金繰り円滑化支援資金の
　　融資枠拡大等による資金繰り対策
　・ふるさと商品券の発行等による消費拡大

国の雇用調整助成金への上乗せ支援金の支給状況
　－（H18）　⇒　雇用維持人数13,382人（H22年4～11）
有効求人倍率
　1.41倍（H18.10）⇒0.53倍（H21.5）⇒0.90倍（H22.10、全国1位）
完全失業率
　2.5％（H18）⇒3.9％（H21.4～6）⇒3.0％（H22.10）

経営安定資金の融資残高
　１２５億円（H18） ⇒　７８４億円（H22.11）
資金繰り円滑化支援資金の融資残高
　－（H18）⇒２３１億円（H22.11）
企業倒産件数
　94件（H18）⇒135件（H19）⇒72件（H22.1～11、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対前年▲24.2％）
ふるさと商品券（発行額１８．２億円）による消費喚起額
　－（H18）⇒２２．８億円（H22.11算定）

伝統工芸品産業の振興
　陶芸館においては、リニューアル(H20)や民間ノウ
ハウを取り入れるための指定管理制度の導入(H21)
など来場者増加策を実施
　飲食店や旅館に対する購入助成により、伝統的
工芸品の消費拡大を支援

陶芸館来場者数
　31,234人(H18)　⇒　51,093人（H21）　〔1.64倍〕

産地組合と共同で旅館等を回って売込みを実施

中小企業への資金繰り・経営改善対策
　経営安定資金の要件緩和、融資枠の拡大、保証
料補給制度の創設を実施
　資金繰り円滑化支援資金の創設（H20年1月）、融
資枠の拡大、要件緩和を実施
　小規模事業者を対象としたマル経資金への利子
補給を実施（H21年7月）
　金融機関等に貸し渋り防止を要請
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６　地域を支え世界に広がる福井の産業

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
「 ふ くい の 逸 品 創 造
ファンド」等により創出
する新規事業数（※）

－ １４事業
２年間で４１事業

（２０年度２７事業）
３年間で８５事業

（２１年度４４事業）

４年間で１１９事業
（２２年度３４事業）

【見込み】
４年間で１１０事業

眼鏡の製造品出荷額
等（眼鏡技術を活かし
た新たな分野を含む）

約７８０億円／年
（平成１７年）

７９１億円／年 ８０1億円／年 ６２０億円／年
５９０億円／年

【見込み】
１，０００億円／年

眼鏡枠の生産全体に
占める自社ブランド等
の 生 産 比 率 （ 金 額
ベース）

約２０％
（平成１７年）

２２．５％ ２６％ ２６％
３０％

【見込み】
３０％

主な政策の実施状況 主な成果等

海外への販路開拓支援
  香港事務所にビジネスコーディネーターを配置
し、東アジア市場の情報収集や販路開拓を支援
  海外事務所において無料法律相談を実施し、県
内企業のビジネスリスクを低減

ビジネスコーディネーターの活用件数
　上海事務所　９１件(H18)　⇒　１２４件(H21)
　香港事務所　５３件(H19)　⇒　　８１件(H21)

法律相談件数
　上海事務所   ７件(H19)　⇒　４２件(H21)

建設業の新分野進出支援
　建設業を対象として新分野進出・経営強化支援
制度に関する説明会を開催
　ふくい産業支援センターの窓口相談や専門家派
遣等により、建設業の新分野進出について助言
　建設業新分野進出支援補助金を創設（H22）

 新分野進出のために経営革新承認を受けた建設業者数
　　６社(H18)　⇒　２１社（H19～H22.12）

 建設業新分野進出支援補助金により支援した建設業者数
　　４社（H22.12）
　　　（きのこ、よもぎの栽培・加工、健康施設の開設等）

ふくい南青山２９１の充実
　オリジナル商品の開発やネット通販の開始、大手
バイヤーを対象としたビジネスマート商談会を開催
　南青山２９１で開催するイベントについて、大手メ
ディアへの掲載など広報ＰＲを強化
　ふくい銀座ショップを期間限定で開設（H21年7～
9月）

ふくい南青山２９１の来館者数
 　６６，４９２人(H18)　⇒　９２，０９９人（H21）　〔1．39倍〕

ふくい南青山２９１の売上額
　　５，０４１万円(H18)　⇒　１１，６２２万円（H21）　〔2．31倍〕
　　　　　　　　　　　　　　　（うちふくい銀座ショップ　２，０００万円）

健康長寿産業の創出
　「健康長寿関連産業推進委員会」による販路開
拓や商品開発策の検討、　「健康長寿ビジネス
フォーラム」による県内企業への意識啓発を実施
　健康博覧会(東京)に福井県ブースを設置し、県
内企業の販路開拓を支援（H20～H21）

健康長寿ビジネスフォーラムの参加者数
　　－（H18）⇒２００人（H19.9実施）
健康博覧会へ健康長寿関連商品を出品する県内企業数
　　－(H18)　⇒　１３社(H20～H21)
　　　　　　（福井梅を活用した食品、車椅子など福祉関連機器等）
福井のおいしい水の商品化　11件（～H22）

地域資源を活用した新事業の創出
　１９年９月に５０億円の「ふくいの逸品創造ファン
ド」を創設
　本県の地域資源（技術、農林水産物、観光資源
等）の商品化や販路開拓を支援

「ふくいの逸品創造ファンド」等により創出した新規事業数
　　－(H18)　⇒　１１９事業（H19～H22.11）
　　　　　　　　　　　（繊維、眼鏡、伝統産業、食品加工など）
事業化された新商品の件数、販売額
　　－（H18）⇒１１件、１億１,１８１万円（H22.3調査）

農商工連携の推進
　農林水産業と商工業の各支援機関が協力して農
商工連携の支援体制づくりを実施
　農林水産業者と県産食材の活用を求める加工業
者、外食事業者等とのマッチング商談会を開催

農商工連携による新規事業数
　　－(H18)　⇒　１１事業(H20～H22.11)
　　　　　　（コシヒカリ生麺用ミックス粉、梅エキス、梅チーズ等）
加工業との連携による新商品開発数
　　－(H18)　⇒　５４品目(H19～H22.10.15累計)
新商品の販売額（H１９～２１の開発商品）
　　５，０１５万円(H21)
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

繊維製品の衣料分野
での自販率の割合

約４５％
（平成１６年）

４８％
（平成１８年）

５１％ ５２％
５３％

【見込み】
５０％超

繊維製品生産全体に
占める新分野展開（非
衣料）への割合

約４０％
（平成１７年）

４３％ ４３％ ４３％
４７％

【見込み】
５０％

県の支援により東アジ
アに輸出を行う企業
数

１５５社
（平成１７年）

１０社
２年間で２４社

（２０年度１４社）
３年間で４０社

（２１年度１６社）
４年間で５６社創出

【見込み】
４年間で５６社創出

東アジアへの県内企
業の輸出額

１，３５０億円
（平成１８年）

１，３８６億円 １，３２３億円
１，０６０億円

（推計）
１，０６０億円

【見込み】
１，７５０億円

◆雇用の質の向上

○産業人材の育成・確保、訓練機関の改組
　・労働力人口（４４万人）の維持・確保。熟練技能者、組込みソフト技術者などの人材需要にも対応
　・産業ニーズに合わせ県職業訓練機関を改組
　・デュアルシステム（座学と企業実習を組み合わせた職業訓練）を拡充
　・インターンシップ、Ｕターン就職により若年人材を確保
　・若者、女性、非正規社員のキャリアアップを支援
○雇用環境の質的改善
　・非正規社員の雇用環境を改善。正規化・常勤化を促進し、やりがいと収入をアップ。フリーター等の生活実態、
　　課題を調査し、総合的な対策を検討

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

労働力人口（※）
４４万３千人

（平成１８年）
４４万１千人

（平成１９年）
４３万８千人

（平成２０年）
４４万３千人

（平成２１年）
４４万人

【見込み】
４４万人を維持

ジョブカフェ利用の就
職人数

１,３９６人／年 １，５９９人
２年間で３，４３８人

　（20年度1,839人）
３年間で５，３３０人

（21年度1,892人）

４年間で７，０００人
（22年度１，６７０人）

【見込み】
４年間で７,０００人

正 社 員 転 換 の 実 績
（過去３年以内）がある
企 業（ 従業 員５ 人以
上）の割合

― ２０．８％ １７.１％ ２５．１％
３０％

【見込み】
３０％

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等

ジョブカフェ利用の就職人数
　　1,396人(H18)　⇒　6,624人（H19～H22.11）
若者就業チャレンジ事業による就職者数
　　－(H18)　⇒　41人（H22.11）
「ふくい若者サポートステーション」の支援を受けた若者無業者の
就労、進学・復学者数
　　26人(H18)　⇒　159人(H19～H22.11）
求職者支援センターの相談件数
　　－(H18)　⇒　10,395件（H21～H22.11）

離職者対象訓練受講者数および就職者数
　　受講者数　381人（H18）　⇒　750人（H21）　〔1.97倍〕
　　就職者数　214人（H18）　⇒　457人（H21）　〔2.14倍〕
産業人材育成推進員を設置している企業数
　　－(H18)　⇒　７５０社（H22.11）
設置企業へのメールマガジンによる情報提供
　　－（H18）⇒月1回（H2１.１～）

産業人材育成の充実
　雇用情勢の悪化を受けて離職者対象の職業訓
練を大幅に拡充
　各企業に産業人材育成推進員の設置を働きかけ
　「ふくい産業人材育成支援サイト」を開設して産業
人材育成推進員に研修等の情報を提供

若者や離職者の就業支援
　ジョブカフェの職業相談や就職応援セミナーなど
により若者の就業および正社員化を支援
　基礎研修と就業体験を行う「若者就業チャレンジ
事業」により学卒未就職者の早期就業を支援
　　「ふくい若者サポートステーション」においてカウ
ンセリングやジョブトレーニングを実施し、若年無業
者（ニート）の自立を促進
　求職者の生活・就労相談にワンストップで対応す
る「求職者支援センター」を設置（H21）
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◆商店街の再生

○商店の魅力づくりとコミュニティビジネスの展開
　・１店１品運動の拡大による個店と商店街の魅力アップ
　・団塊世代の人材によるコミュニティビジネスを応援
　・地元学生の企画力を活かした商店街の魅力づくり、子育てや福祉などの生活支援施設設置など活動再生支援
○「マーケット・プロモーション」できっかけを
　・まちなか「テント・マーケット」の開設、公共施設を活用した「パブリック・マーケット」で賑わいのきっかけづくり

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

計画に基づき活力を
取り戻す商店街数

― ２か所 ４か所 ６か所 ８か所 ８か所

◆ブランド複合型の観光産業

○観光客入込数１千万人の実現
　・「住んで良し、訪ねて楽し」の幅広い観光振興に向け、民・官の観光の総合推進体制を整備。観光、歴史・文化を
　　はじめ様々な福井のブランド資源を組み合わせた誘客を推進。観光客入込数１千万人を実現
○「食は福井」の新定番観光
　・「うまいもの日本一」の食を中心に据え、ルートと名勝・名物を組み合わせた「これぞ福井・観光パッケージ」を開発
　・宿泊施設の７割を占める民宿の快適化を促進
○新スタイルの観光展開
　・健康長寿の福井のライフスタイルを体験する「生活観光」、健康を観光と組み合わせた「ヘルスツーリズム」、歴史・
　　文化や自然に触れる「新発見の旅」を展開
○東アジアをターゲットにした海外誘客戦略を強化
　・原子力研究を組み合わせた「エネルギー研修旅行」など

　　　　　　　　　　「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等
商店街の活性化
　自らの特性を活かし元気再生に挑む商店街を重
点的に支援
　商業者や農林水産業者、地域住民等が開催する
「街なかふれあいテント市」を応援

開業支援による空き店舗の解消（支援店舗数）
　　２２店舗(H18)　⇒　５３店舗(H19～H22.11)

街なかふれあいテント市の開催数
　　－(H18)　⇒　８か所（H19～H22.11）

広域観光の推進
  福井坂井奥越広域観光圏を設立し県内周遊・滞
在型観光を推進
  石川県と連携し、「越前加賀広域観光推進協議
会」を設立し、小松空港の活用や転泊の促進など
県境観光を推進
  ＮＨＫ大河ドラマ「江～姫たちの戦国」の放映を機
に「江」ゆかりの滋賀県、岐阜県、三重県と連携す
るとともに、県内の関連観光スポット整備を支援

県内施設の周遊パスポートや越前鉄道、京福バスを自由に乗降
できるフリー切符を販売
旅行商品の開発　４コース（H22）
小松空港にＰＲブースの設置

お江列車の運行回数　２回（H22）
共同出向宣伝の実施数　４回（H22）
お初の墓の遊歩道（小浜市）の整備支援

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等
観光の総合体制の整備
  平成２５年度までを計画期間とする観光推進計画
「新ビジットふくい推進計画」を策定
  観光に関する推進会議を開催し、市町や観光関
連団体と連携した観光誘客を促進
  （社）福井県観光連盟が旅行業資格を取得（22年
7月）し、自ら商品開発、販売が実施できる体制を整
備

県内を４エリアに分けた地域別分科会を開催し、観光素材集の作
成や地域別の新定番となる１０コースを造成
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

観光客入込数（※） 　９８５万人／年 　９９３万人／年 １,０２６万人／年 １，０４４万人／年
１，０6４万人／年

【見込み】
１，０６０万人／年

観光消費額 ８２５億円／年 ８０９億円／年 ８４０億円／年 ８２４億円／年
８４０億円／年

【見込み】
９００億円／年

県外からの教育旅行
（体験学習・合宿等）
者数

６，６２７人／年 ９，８８９人／年 １２，２００人／年 １６，３６６人／年
4０，０００人／年

【見込み】
２０，０００人／年

外国人宿泊客数 ― ２６，５８０人／年 ２１，７９０人／年 １６，０１０人／年
２２，０００人／年

【見込み】
５３，０００人／年

コンベンションの開催
回数

１７３回／年 １８０回／年 １８０回／年 １９６回／年
２１０回／年

【見込み】
２１０回／年

外国人観光客の誘客促進
　近隣府県と共同で、台湾、香港、中国等の旅行
会社やメディアとの観光商談会を開催

　浙江省において友好提携１５周年を記念して福
井県単独の観光説明会を開催（H20.5）
　台湾において観光プロモーション（現地旅行社へ
の観光PR、教育旅行の誘致など）を実施（H22.10）

助成制度等により東アジアから誘致した観光客数
　　４，８７１人(H18)　⇒　８，９２０人(H21)
　　　　　　　　　　　　⇒ １２，０００人(H22見込み)
浙江省・福井県観光大使等の誘致　２０名(H21)

教育旅行・産業観光の促進
　市町・観光協会等と連携し、都市圏の大学等の
学生合宿や修学旅行の誘致を推進（助成金）
　伝統的工芸品産地を周遊するバスを運行するな
ど産業観光施設を活用した体験型観光を促進

県外からの教育旅行者数
　　６，６２７人(H18)　⇒　１６，３６６人(H21)
伝統工芸体験施設巡りバスの運行　３１回（H19～H21）

観光客の誘客促進
　新ビジット福井観光客誘致拡大事業において、
旅行会社と連携して、旅行商品を企画し、年間を通
した観光客誘致を推進
　関係機関に働きかけ、観光タクシーや周遊バスな
ど県内主要駅から観光地までの二次交通アクセス
の整備が実現
　オンリーワンの歴史・文化、自然、産業資源などを
磨き、目玉となる観光地づくりを推進
　小松空港への物産共同配送システムを構築し、
物産業者の運送コストを削減
　舞鶴若狭自動車道の無料化を機に、市町等と共
動で出向宣伝を実施

民宿・旅館への誘客支援
　宿泊施設の快適性向上のために、宿泊施設の改
修を支援
　県内の旅館・民宿について全国版宿泊情報誌で
紹介するとともに、インターネット宿泊予約サイトへ
の登録を促進
　民宿での宿泊プランの企画を行う旅行会社に助
成金を加算する制度を設置

インターネット宿泊予約サイトへの登録宿泊施設数
　　１７５施設(H18)　⇒　２９０施設（H22.11）

新ビジットふくい観光客誘致拡大事業による送客のうち、
民宿における宿泊者数
   ９７人(H18)　⇒　２,８９１人（Ｈ21）

送客実績
　　Ｈ１８　３１，２９６人　→　Ｈ２１　４１，１２０人

福井駅、芦原温泉駅、武生駅、鯖江駅で「駅から観タクン」が運行
「永平寺朝倉号」が運行　６４回(H21)
「越前すいせん号」が運行　９３回(H19～H21)
あわら温泉、永平寺門前、東尋坊の３か所を採択

共同配送システム参加数　４社(H22.11)

舞鶴若狭自動車道無料化に伴う出向宣伝数　２９か所(H22.11）

主な政策の実施状況 主な成果等
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◆「エネルギー研究開発拠点化計画」のステージ・アップ

○エネルギー研究開発拠点化による”若狭湾新時代”をスタート
　・地域産業への貢献、アジアの安全技術・人材育成への貢献、国際的な研究機能の集積などの観点から、「エネ
　　ルギー研究開発拠点化計画」をステージ・アップ

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

共同研究等により創
出される原子力・エネ
ルギー関連技術分野
の新製品数

（１件）
（平成17～18年度）

４件
２年間で６件

（２０年度２件）
３年間で１０件
（２１年度４件）

４年間で１４件
（２２年度４件）

【見込み】
４年間で１４件

嶺南地域に新たに立
地する企業数

（１５社）
（平成１７～１８年）

７社
（平成１９年）

２年間で１２社
（２０年５社）

３年間で１７社
（２１年５社）

４年間で２２社
（２２年５社）

【見込み】
４年間で２０社

嶺南地域における立地企業数等
　　８社(H18)　⇒　２２社(H19～H22.11)
　　　　　　　　　　　　（雇用者数４７２人、
　　　　　　　　　　　　　設備投資額２３３億円）

国際的な研究機能の集積
　「もんじゅ」、「若狭湾エネルギー研究センター」等
の研究施設と人材を活用し、原子力やエネルギー
に関する研究開発機能を強化

  嶺南新エネルギー研究センターを開所（H20.10）し、バイオマス
エネルギーや太陽電池に関する研究を実施
  ＦＢＲプラント工学研究センターを設置（H21. 4）
  ふげんに高経年化分析室（ホットラボ）を開所（H22. 4）
  原子力システム研究所に熱流動実験棟を開所（H22. 5）

福井クールアース・次世代エネルギー産業化プロ
ジェクトの推進
　県内外からの企業の参加を得て、リチウムイオン
電池の高安全性材料の開発や、ハウス栽培向け
ヒートポンプシステム開発の実証研究等を実施

次世代エネルギー産業化協議会に参加している企業数
　　－(H18)　⇒　２４社(H22.11)
国等の公募型研究開発事業の採択件数
　　－(H18)　⇒　4件(H19～H22.11)
　　　　　　（安全性の高いリチウムイオン電池の研究開発、
　　　　　　　燃料電池部材の低コスト化に関する研究開発等）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

大学・研究機関・企業等との共同研究開発
　若狭湾エネルギー研究センターにおいて、県内
外の大学や研究機関、企業等と加速器などを利用
し、野菜の生育期間を短縮するための品種改良な
どの新たな共同研究を実施

県内外の大学や研究機関、企業との共同研究数
　　38件(H18)　⇒　52件(H22見込み）

アジアの安全技術・人材育成への貢献
　原子力先進県の本県を国際的な原子力人材育
成の拠点としていくため、国内外の研修生の受入
れ総合窓口を設置するとともに、研修施設等を整
備

  福井県国際原子力人材育成センター(H23.4開所予定)の設置
に向けて、協議会を発足(H22.3)。アジア原子力人材育成会議を
開催（Ｈ22.6）
  福井大学附属国際原子力工学研究所（Ｈ２３開所予定）の敦賀
キャンパス着工（H22.10）
  原子力安全研修施設（H24開所予定）の着工（H22.12）

主な政策の実施状況 主な成果等
地域産業への貢献
　原子力関連技術の移転により、地域産業を活性
化
　若狭湾エネルギー研究センターにおいて、嶺南
地域の企業の研究開発を支援
  太陽光を利用した調理器を開発など原子力・エネ
ルギー関連技術を活用した研究開発を推進

レーザー共同研究所（H21.9）、電子線照射施設（H22.8）を開所
し、県内企業等との最先端技術による共同研究を実施

原子力・エネルギー関連技術分野での新たな製品化数
　　１件(H17～H18)　⇒　14件(H19～H22累計)　（見込み）

嶺南地域への企業誘致促進
　電力事業者等と連携した企業誘致活動を展開
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◆ソフト重視の企業的農業の推進

○市場で勝てる高品質の米づくり
　・認定農業者、集落営農組織による水田耕地面積を６０％以上に拡大
　・集落営農は、経営力・組織力を強化
　・福井産コシヒカリの大粒化。高品質・ブランド化を促進
○品目特定・地域別による園芸の戦略的拡大
　・ウメ、スイカ、スイセンなど主な園芸作物は目標をもって生産拡大
　・加工食品用の原料野菜の供給団地を育成。園芸の３割を生産する坂井北部丘陵地を民間企業と連携し活性化
　・冬季の有効活用により農地の生産性拡大を促進

主な政策の実施状況 主な成果等

品目別の生産拡大
　ウメについては、梅干や加工品などの販売活動
により、大手コンビニチェーンや大型スーパーなど
新たな販路を開拓
　スイセンについては、ボランティア等による球根の
掘り起こし作業の実施、平地におけるハウス栽培の
拡大とハウス栽培技術の指導を徹底

冬季園芸の生産拡大
　「高糖度ミディトマト」や「ハウスイチゴ」の栽培のた
めの施設整備に対し支援
　省エネ対策などに対応した栽培技術研究会、現
地研修会等の実施により、冬期園芸の栽培面積を
拡大

園芸産出額
　　100億円(H18) ⇒ 116億円(H21) ⇒ 120億円(H22見込み)
　ウメ生産額
　　　４９９，９９５千円(H18)　⇒　７６９，３０１千円(H21)
　スイカ生産額
　　　３７９，４７０千円(H18)　⇒　２３４，１４８千円(H21)
　スイセン生産額
　　　６８，２７７千円(H18)　⇒　７３，６６３千円(H21)
　ネギ生産額
　　　３０，０００千円(H18)　⇒　２００，０００千円(H21)

「福井新元気宣言」推進に関する政策

農地の集積
　経営規模の拡大や集落営農組織の法人化を進
めるため、認定農業者への農地の斡旋や、法人
化・共同販売経理のメリットについての説明会を実
施
　農地集積に伴い必要となる機械・施設整備に対
する支援を行い、水田経営所得安定対策の対象と
なる経営体への農地集積を促進

福井米の品質向上
　認定農業者や集落営農組織に対して、改良ロー
タリやプラウ等、福井米の「大粒化」に必要な機械
導入を支援
　水稲直播機の導入支援等により、直播栽培面積
の拡大と直播栽培と併せたホウレンソウなどの園芸
作物の栽培指導による園芸導入農業者を育成
　米の選別網目を1.9mmに交換し、より品質の高い
福井米を出荷
　コシヒカリのさつき半ばの適期田植えを推進

認定農業者等への農地集積率
　　４０%(H18)　⇒　５７．２%（Ｈ22.9）

集落営農組織の法人数
　　９０組織(H18)　⇒　128組織（H21）

大粒化栽培技術を導入する集落営農組織等
　　－(H18)　⇒　221組織(H20)　⇒　282組織（H21）
水稲直播面積
　　２，５０４ｈａ(H18)　⇒　３，５１１ha（H22）
直播栽培と併せた園芸の導入
　　－(H18)　⇒　14組織（H21）
コシヒカリの適期田植え率
　　－(H18)　⇒　36％(H21)　⇒　86％（H22）
水稲うるち米の一等米比率
　　82.3％全国14位(H18)　⇒　84.4％全国第5位(H22.10）
大粒化1.9mm以上94.6％（H22年産　過去5年平年比0.5％増）

高糖度ミディトマト生産額
　　４９，５５８千円(H18)　⇒　６８，９１１千円(H21)

クリスマスイチゴ生産額
　　４０，９１１千円(H18)　⇒　４７，０４０千円(H21)
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

認定農業者等への農
地集積率（※）

４０％ ４５％ ５０．２％ ５５．０２％
６０％

【見込み】
６０％

園芸産出額 １００億円／年 １０７億円／年 １１２億円／年 １１６億円／年
１２０億円／年

【見込み】
１２０億円／年

◆若者から高齢者まで「みんなが後継者」の地域農業

○山間地・都市近郊農地でのアグリサポート
　・農業リーダーである指導農業士、青年農業士が「アグリサポーター」として高齢者や働き手不足を支援
　・地域農業支援員（専門農業技術者）による指導を充実。農機具レンタルシステムを導入
○「小規模起農」の促進
　・農地や農機具の貸出しシステムや共同販売所をつくり、新規就農者（団塊・シルバー世代、Ｕターン者）が
　　年金併用で生活できる「小規模ビジネス起農」を促進
○広く県民が体力や時間に応じて行う「楽しみ生涯農業」を応援

主な政策の実施状況 主な成果等

新たに畜産業に取り組む農家数
　　－(H18)　⇒　４戸(H19～H21累計)

稲発酵粗飼料・エコフィード利用農家数
　　１９戸(H18)　⇒　３６戸(H21)　⇒　４１戸(H22.11)

主な成果等

坂井北部丘陵地の活性化
　坂井北部丘陵地における農業法人の誘致・育成
を図るため、農業分野への進出を目指す企業への
訪問や、農業者に対する相談等を実施
　関係機関、地域との共動により遊休農地の再生
整備を行い、農業生産法人や認定農業者等への
農地集積を促進

坂井北部丘陵地における農業法人の育成数
　　４法人(H18)　⇒　８法人(H21)　⇒　１２法人(H22.12)

坂井北部丘陵地における遊休農地の解消面積
　　１３．１ｈａ(H18)　⇒　３８．５ｈａ(H21)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　４６．５ｈａ(H22.12)

市民農園･体験農園の開設支援（地域農業サポート事業）
　　－（Ｈ18）　⇒　６か所（Ｈ22.11）

地域農業サポートの実施
　15市町の地域農業サポートセンターがアグリサ
ポーターを募集し、農機具レンタルシステムの構築
などを進め、サポーターが高齢農家等の農作業を
応援。また高校生による農業ボランティア、都市近
郊農地で市民農園の開設を支援

地域農業サポートセンターの設置
　　－（Ｈ18）　⇒　１７市町（Ｈ22見込み）
地域農業サポート事業実施集落数
　　－(H18)　⇒　５７３集落(H21)　⇒　６７６集落（Ｈ22.11）
アグリサポーター登録数
　　－（Ｈ18）　⇒　７９４人（Ｈ22.11）
農機具レンタル実施地域
　　－（Ｈ18）　⇒　６市町（Ｈ22.11）

楽しみ生涯農業の応援
　農地を持たない多くの県民が、気軽に野菜作りな
どの農業に親しむことができるよう、市民農園や体
験農園の開設を支援

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況
契約栽培産地の拡大
　園芸産地に対する事業説明会や農業者との個別
面談等を行い、福井近郊のホウレンソウ産地、奥越
地区の白ネギ産地、坂井丘陵地のニンジン産地、
三里浜砂丘地のラッキョウ産地、福井市北部の白
ネギ産地、若狭地区の白ネギ産地を育成

契約栽培産地の育成数
　　－(H18)　⇒　４産地(H21)　⇒　６産地(H22.12)

契約栽培産地の生産額
　　８０，０００千円(H18)　⇒　２００，０００千円(H21)

畜産農家の経営安定
　繁殖用若狭牛の導入支援や、繁殖技術および経
営指導により、新たな畜産農家を育成
　稲発酵粗飼料や菓子屑等を原料としたエコフィー
ドの推進により、安価な県産飼料の利用を拡大
　口蹄疫や鳥インフルエンザ等に対応した防疫訓
練、必要な資機材の備蓄を実施
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
地域農業サポート体
制に基づいて農業を
行う集落数

－ ７集落 ３３８集落 ５７３集落
６７６集落
【見込み】

　６６０集落

県の支援による新規
就農者数

（３２人／年） ４２人／年
２年間で８２人

（２０年度４０人）
３年間で１２２人
（２１年度４０人）

４年間で１６２人
(２２年度４０人)

【見込み】
４年間で１６２人

◆フードビジネスの推進

○「地産地消」の農産物直売
　・熟年農業者や女性グループによる農産物直売所の拡充とネットワーク化　（共同集荷・出荷システムの導入）
　・地場産学校給食の全小中学校実施
　・エコ・グリーンツーリズムによる「農家民宿」の拡大促進
○「地産外消」のフードビジネス
　・外食・中食産業、コンビニエンスストアへの食材供給システムを構築
　・品目の拡大、携帯電話利用によるトレーサビリティシステムの充実

地場産学校給食の推進
　生産者、学校関係者、市町などによる地場産学
校給食推進会議を開催し、学校給食での県産農
林水産物の利用を促進
　学校給食へ地場農産物を供給する拠点となる
「学校給食畑」の設置を推進

学校給食地場産食材利用率（重量ベース）
　　－(H18)　⇒　35.4％（H21）

学校給食畑の設置数
　　－（H18）　⇒　21校（H21）

学校給食に地元水産物を提供する小中学校
　　－（H18）　⇒　224校（H22.11）

エコ・グリーンツーリズムの推進
　県内各地の魅力ある地域資源を効果的に結びつ
ける体験プログラムやコースの企画等を行い、県外
からの誘客に結びつける活動を支援する。

エコ・グリーンツーリズム交流人口
　　１８万人(H18)　⇒　２1．１万人(H21）
農家民宿開業数
　　６軒(H18)　⇒　106軒(H21）　⇒　108軒（Ｈ22.9）

県の支援による新規就農者数
　　３２人/年(H18)　⇒　４０人/年(H21)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒　３０人/年(H22.12)

トレーニングファームの数
　　－(H18)　⇒　１か所(H21)　⇒　２か所(H22.12)

地産地消の推進
　高齢者などが生産した小口の農産物を直売所等
に共同出荷し、販売に結びつけるための小口集荷
システムづくりを推進
　地場産品を購入しやすい売り場づくりを進めるた
め、量販店等における地場産コーナーの設置を促
進

大規模拠点直売所（８箇所）の販売額
　　１１．２億円(H18)　⇒　17.3億円(H21)
「ふるさと畑」等による販売額
　　　　－(H18)　⇒　4,274万円(H21)
「ふるさと畑」等による事例数
　　　　－(H18)　⇒　25事例(H22.9)
量販店等における地場産コーナー数
　　　　－(H18)　⇒　71店舗(H22.11)

主な政策の実施状況 主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況

農地・水・環境を守る地域活動
　農地や農業用水等の地域資源を、良好に保全・
管理していくため、地域住民が一体となって水路の
泥上げや補修、休耕田へ花を植えるなどの地域活
動を支援

農地・水・環境を守る地域活動実施集落数
　　－(H18)　⇒　９０６集落(H22.11)

新規就農者の育成
　都市圏（東京、大阪、京都、名古屋）や県内７地
区における就農相談会の実施や、「ふくいアグリス
クール」、「長期受入れ研修」の開催、奨励金の支
給、住宅家賃の助成
　トレーニングファームを設け、生産から販売までの
経営を実地で学ぶ環境を整備

主な成果等
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

農産物直売所販売額 １１.２億円／年 １３．７億円／年 １５．０億円／年 １７．３億円／年
１８億円／年

【見込み】
１８億円／年

エコ農産物認定面積 － １，７２７ｈａ
２年間で

２，３６０ｈａ
（２０年度633ｈａ）

３年間で
３，４９６ｈａ

（２１年度1,136ｈａ）

４年間で
１１，０００ｈａ

【見込み】

４年間で
１１，０００ｈａ

エコ・グリーンツーリズ
ムによる交流人口

１８万人／年 １９．４万人／年 ２０．１万人／年 ２１．１万人／年
２２万人／年

【見込み】
　　　　２２万人／年

県の支援による都市
圏への新たな取引件
数

－ ２２件
　　　２年間で３３件

（２０年度１１件）
３年間で４４件

（２１年度１１件）

4年間で５５件
２２年度11件

【見込み】
　　　４年間で５５件

県産食材を活用した
新商品開発による販
売額

１１百万円／年 ２３百万円／年 ４４百万円／年 ５０．１百万／年
５５百万円／年

【見込み】
５５百万円／年

主な政策の実施状況 主な成果等

地産外消の推進
　都市圏（主に東京、大阪）の飲食業者等に対し、
県職員が流通事業者と共動で直接対面による営業
活動を実施
　首都圏で活躍している料理人、雑誌編集者など３
名を「ふくいの食アンバサダー」として委嘱し、福井
県産食材のＰＲ活動を実施
　大手企業との連携による県産食材の販路を開拓
  コンビニエンスストアとの連携により、県産食材を
使用した商品の販路開拓

飲食業者への売込み成立件数
　　－(H18)　⇒５３件(H19～H22.9)

コンビニエンスストアとの連携により開発された商品数
　　－（Ｈ１８）⇒３２商品（Ｈ22.9）

エコ農産物の推進
　「ふくいのエコ農業推進計画」に基づき、農薬を
使用しない栽培技術の開発や農業者のグループ
化による供給安定、消費者と生産者の交流活動に
よる相互理解の醸成を図り、エコ農産物の生産を
拡大

エコ農産物の認定面積
　１，３０７ｈａ(H18)　⇒　４，１２４ｈａ(H22.10)

（平成22年10月末現在）
　ＪＡＳ　　　　　　　：　６７ｈａ　⇒　　　　　６７ｈａ
　特別栽培　　　　：４９３ｈａ　⇒　　１，３７１ｈａ
　エコファーマー　：７４７ｈａ　⇒　　２，６８６ｈａ

香港、台湾、シンガポールへの農産物輸出
　福井県農産物等輸出促進研究会が香港、台湾、
シンガポールの高級スーパーで福井すいか、福井
米等の農産物や加工品の輸出拡大を図る福井
フェアを開催

香港、台湾等への農産物の輸出額
　　３００万円(H18)　⇒　５４０万円(H22.11）

農商工連携の推進
　農林水産業と商工業の各支援機関が一体となっ
た農商工連携の支援体制づくりを実施
　農林水産業者と県産食材の活用を求める加工業
者、外食事業者等とのマッチング商談会を開催

加工業との連携による新商品開発数
　　－(H18)　⇒　５４品目(H19～H22.10.15累計)

新商品の販売額（H１９～21の開発商品）
　　５,０１５万円（Ｈ２１）

生産工程管理を行う生産者の割合
　９０%(H18)　⇒　９６%(H2１)

生産履歴情報等を開示する品目数
　１８品目(H18)　⇒　４７品目(H21)

携帯電話を利用した情報開示品目数
　　０品目(H18)　⇒　４７品目(H2１)

生産工程管理（ＧＡＰ）の導入
　生産工程管理（ＧＡＰ）の導入について、地域JA
に対し全農家が取り組むよう要請
　生産履歴情報等開示品目数を増加させるととも
に、消費者への情報提供を充実
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７　力強いプライドの農林水産業

◆元気な森づくり

○植樹祭で「森に元気」を
　・平成２１年春の全国植樹祭開催
　・森林資源の循環（伐採→植林→保育のサイクル）を促進する県産材の利活用率を向上
　・「森の環境事業枠」を創設。森林ボランティア、活動グループなどにより、元気な森を未来につなぐ「県民運動」を
　　広く展開。四季折々の花木の植栽
○流通加工システムの充実
　・木材供給地の団地化、合板・集成材工業への出荷体制の整備による低コスト出荷・販売対策を強化
○「山ぎわ施業」の優先実施
　・身近な「山ぎわ」を優先に、間伐、松くい虫防除、林道整備を総合的に実施
○鳥獣害被害対策のための防囲網づくり

県民運動への参加者数
　28,000人(H18)　⇒　32，736人(H22.10)
 
　　　体験の森やフットパスコース等体験会参加者数
　　　　　　　－(H18)　⇒　2，473人(H22.10)
　　　公民館等における木工教室参加者数
　　　　　　　－(H18)　⇒　2，721人(H22.10)

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等

元気な森づくり県民運動
　全国植樹祭を契機に、多様な機能をもたらす福
井の元気な森林づくりや、美しく誇りの持てる元気
なふるさとづくりを推進する「緑と花の県民運動」を
核燃料税（森林環境税相当分）を活用し展開

全国植樹祭の開催
　県と福井市で組織する福井県実施本部を２０年１
２月に設置し、記念式典や参加者の輸送、宿泊な
ど大会運営の実施計画を策定
　平成２１年６月７日の開催に向け、会場整備や運
営準備を着実に進め、「花と緑にあふれるふるさと
づくり」などさまざまな県民運動を展開

平成21年6月7日に一乗谷朝倉氏遺跡を式典会場に全国植樹祭
を開催

流通加工システムの充実
　森林（もり）の評価技術士による森林所有者への
施業提案により、木材生産の低コスト化・集約化を
推進した結果、間伐に対する森林所有者の理解が
進み、集成材工場等への出荷が拡大
　リフォーム事例集やパンフレットの配布などの広
報活動により、県産材を使用したリフォームを促進
　集落を単位として、効率的な間伐や主伐を計画
的に進める「コミュニティ林業」を推進
　良質な天然乾燥材を「ふくいブランド材」として必
要な時に必要な量を供給する体制の整備
　木質バイオマスの需要開拓などについて検討す
るため、他産業の企業も参画した研究会を設置

合板・集成材工場等への出荷量
　８，３５９㎥(H18)　⇒　15，341㎥(H22.10)
県産材を活用したリフォーム件数
　－(H18)　⇒　151件(H22.10)
コミュニティ林業に取り組む集落数
　－(H18)　⇒　4集落(H22.10)
ブランド材供給体制の整備
　－(H18)　⇒　１施設(H22.7)　ふくい県産材供給センター

山ぎわを中心とした森林整備
　「山ぎわ」や小松～福井間の高速道路沿いにお
いて、間伐などの森林の景観整備を推進
　全国植樹祭会場周辺や、恐竜博物館、足羽山な
ど観光地周辺において、桜、アジサイなどの花木を
植栽し森林景観を再生
　企業が森林整備を行う「企業の森づくり」として、
植樹活動を実施
　東尋坊など地域の重要な松林のエリアを定め松く
い虫防除対策を集中的に実施

山ぎわを中心とした間伐実施面積
　4,856ｈａ(H18)　⇒　1,562ｈａ(H22.10)

企業の森づくり活動による広葉樹の植栽
　－ｈａ(H18)　⇒　1.8ｈａ(H22.10)

松くい虫被害量
　13,503㎥(H18)　⇒　9,474㎥(H22.3)
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７　力強いプライドの農林水産業

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
全国植樹祭および県
民運動等への県民の
総参加

（２.８万人／年） ４．６万人／年
２年間で

１０．５万人
　（２０年度５．９万人）

３年間で
１７．９万人

（２１年度７．４万人）

２２万人
（２２年度４．１万人）

【見込み】

４年間で
２２万人参加

県産材利用率
５５.６％

（平成１７年）
６５％ ６３％ ７４％

７５％
【見込み】

７５％

「山ぎわ」対策により鳥
獣被害を防止する集
落数

－ １０５集落 ２１６集落 ３２４集落
４１５集落
【見込み】

４００集落

鳥獣害による農作物
被害面積

４５６ｈａ ４３１ｈａ ４３０ｈａ ４４６ｈａ
３９０ｈａ

【見込み】
３９０ｈａ

◆がんばる海業

○「若狭・越前の海」をブランド化、漁業・観光のトータル化
　・美しい海、おいしい魚、なつかしい祭・風景、ぬくもりのある民宿などを海業として一体化し、全国発信・キャン
　　ペーンを実施
　・観光クルーズ、海釣り全国大会、ビーチバレー全国大会など
○漁家所得の向上
　・サバ、若狭カレイ、若狭ぐじなど地魚の漁獲量確保のための水産投資に重点化インターネット等による大都市圏
　　販売の拡大
　・へしこをはじめとする水産加工品生産を拡大

漁業・観光のトータル化
　越前町や美浜町等において、「若狭ふぐ」や「ア
カガレイ」などの地魚を用いた民宿料理や漁業体
験等と組み合わせた宿泊プランの企画・提供に加
え、宿泊をセットにした海釣り大会など、「若狭越前
漁師の宿」ガイドブック等を活用した地域の特色を
活かした誘客活動を支援
 越前町や小浜市等において海釣り大会時の船釣
りにより、沿岸海域のクルーズを実施
　美浜町（H20）、おおい町（H21)、高浜町（H22)に
おいて「ビーチバレーふくいカップ」を開催

誘客活動を行う漁家民宿グループ数
　－(H18)　⇒　３０グループ(H22)
漁家民宿への宿泊客数
　３３万人(H18)　⇒　３６．２万人(H21)
海釣り大会開催回数
　－（H18）　⇒　１０回（H20～H22）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等

鳥獣害対策
　電気柵等の整備に対し支援したほか、新たな取り
組みとして、山ぎわの間伐と伐採木を利用した障害
物設置を組み合わせた本県独自の緩衝帯を整備
し、加害獣を里山に出没させない環境づくりを推進
　有害捕獲に係る経費について、捕獲した全頭数
を補助対象とし、積極的な捕獲を推進
　また、平成２２年度より新たに拡大しているシカ被
害を防止するため、金網柵よりも安価で維持管理
が容易なネット柵の整備を推進

山ぎわの見通し改善を行う集落数
　－集落(H18)　⇒　３２４集落(H20)　⇒　４１５集落（実績見込み）
農作物被害面積
　４５６ｈａ（H18）　⇒　４４６ｈａ（H21）

主な政策の実施状況 主な成果等
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７　力強いプライドの農林水産業

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

漁家民宿への宿泊客
数

３３万人／年 ３３万人／年 ３４万人／年 ３６．２万人／年
３７万人／年

【見込み】
３７万人／年

地魚の販売拡大
　「へしこPR祭」を福井市で開催し、来客者に「へし
こ」の魅力をPRするとともに、へしこ料理コンテストを
開催し、最優秀レシピを県内のレストランで提供
　サバについて、小浜商工会議所並びに高浜町商
工会と連携し、サバ料理の開発や飲食店での提供
など「若狭のサバ」を積極的に売り込み
　地魚やサバを利用した水産加工品開発を支援
し、新たに11品目の加工品を開発
　また、県庁前広場で、「おさかな直販市」を4回開
催し、漁業関係者による地魚等の直接販売や、中
央卸売市場における「今朝とれ市」を支援し地魚の
流通量を増加
　さらに、漁業者等が行う活じめや活魚出荷による
鮮度向上など、付加価値向上活動を支援し地魚の
商品力をアップ

へしこの生産数
　５０万本(H18)　⇒　６８万本(H21)
新たな水産加工品の開発数
　－(H18)　⇒　４４品目(H19～H22)
新たな水産加工品の販売額
　－(H18)　⇒　１，７４０万円(H21)
「おさかな直販市」開催数
　－（H18)　⇒　７回（H22）
サバ料理を提供する飲食店数
　－（H18)　⇒　５４店舗（H21）

主な政策の実施状況 主な成果等

もうかる漁業の推進
　漁業者等が行う活じめや活魚出荷による鮮度向
上など、付加価値向上活動を支援し地魚の商品力
をアップするとともに、省エネエンジン等の整備に
対して支援し、もうかる漁業を推進

地魚の商品力アップに取組む漁業者グループ数
　－（H18）　⇒　４１グループ（H22）
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８　高速交通時代のにぎわい交流まちづくり

８　高速交通時代のにぎわい交流まちづくり

◆高速交通ネットワークの整備促進

○北陸新幹線の全線建設
　・県民の総力を結集して関係機関に対し強力な運動を継続して展開し、県内延伸に向けた整備スキームの見直し
　　を実現
○舞鶴若狭自動車道の整備促進
　・小浜西・小浜間は平成２３年度まで、小浜・敦賀間は平成２６年度までの開通の方針に基づき、少しでも早い完成
　　を目指す
○中部縦貫自動車道の整備促進
　・上志比・勝山間は平成２０年度の供用開始、福井・大野間は１０年以内の開通に向けて促進
　・大野・油坂峠間は整備計画への組入れを実現し、着工時期に目処
○空路、鉄道による都市アクセスの時間短縮
　・小松空港に近接する高速道インターチェンジの整備を実現
　・空港バスを複数ルート化し、アクセス時間を短縮
　・新快速（直流電車）のダイヤ改善、北陸本線と新幹線（東海道）の接続改善

元 気 な 県 土

「福井新元気宣言」推進に関する政策

北陸新幹線の整備促進
　白山総合車両基地・敦賀間について、早期の認
可・着工を実現するため、国に対し強く働きかけ

福井駅部完成（H21.2）
整備新幹線に関する政府の方針（H21.12）
　（未着工区間については、早期に着工すべき区間を決定し、着工の優先順位付けを検討）

中部縦貫自動車道の整備促進
　中部縦貫自動車道全線の早期開通に向け、政
府、与党等関係者に対し県関係者が要請活動を
展開
　事業化区間における着実な事業の促進

平成２１年３月　上志比・勝山間（7.9ｋｍ）開通
平成２１年３月　大野東・和泉間（14ｋｍ）新規事業採択

勝山・大野間
　平成２４年度の開通が示され工事が進ちょく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H22.11）

空港へのアクセス改善
　本県の空の玄関口である小松空港までの連絡バ
スのアクセス時間を短縮化
  空港連絡バスの北陸自動車道利用区間の変更
（丸岡ＩＣ⇔片山津ＩＣ間を福井北ＩＣ⇔安宅スマート
ＩＣ間に変更）に対して支援
　福井北ＩＣ付近における空港連絡バス利用者専
用無料駐車場（３０台分）の整備を支援

小松空港連絡バスの所要時間（小松空港⇒福井駅前）
　安宅スマートＩＣ設置に合わせたルート変更
　　　６９分⇒　５４分　（H20.3.23～）
　福井市内の発着場を繊協ビルから福井駅東口交通広場に変更
　　　５４分⇒　５３分　（H21.5.22～）

安宅スマートＩＣの利用台数
 H２０．３．２３～ 社会実験開始 約320台/日
 H２１．４．　１～ 常設化　　　　  約410台/日　(H22.11)

主な政策の実施状況 主な成果等

舞鶴若狭自動車道の整備促進
　平成２６年度の全線開通予定を一日でも早めるた
め、未買収の用地の取得を促進
　西日本・中日本高速道路株式会社等に対し要請
活動を展開

 
小浜・敦賀間用地買収ほぼ完了

小浜西・小浜間
　平成２３年夏の開通が示され工事が進ちょく
小浜・敦賀間
　平成２６年度の開通に向け工事が進ちょく
                　　　　　　　　　    （H22.11）
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

舞鶴若狭自動車道の
事業進捗

小浜西・敦賀間
用地買収９８％

用地買収約９９％ 用地買収９９．７％ 用地買収約１００％

用地買収約１００％
工事促進

（小浜西・小浜間）
舗装工事着手

（小浜・敦賀間）
敦賀JCT工事着手

用地買収約１００％

中部縦貫自動車道の
整備

越坂トンネル、
永平寺西・東間

開通３．２ｋｍ区間

勝山・大野間の
用地買収

約９９％

上志比・勝山間の
開通７．９ｋｍ

大野東・和泉間の
新規事業採択

１４ｋｍ区間

福井北・大野間
用地買収９４％

大野東・和泉間の
現地調査

支障物件移設着手
（福井北・永平寺西間）

工事促進
（永平寺東・上志比間）

(勝山・大野間）
地元設計協議着手
（大野東・和泉間）

未着工区間の着工
（福井北・永平寺西間）
（永平寺東・上志比間）

（大野東・和泉間）

◆新幹線時代を迎えるまちづくり

○ＬＲＴ化と西口再開発の促進
　・えちぜん鉄道（三国芦原線）のＬＲＴ化と福井駅前への乗り入れ
　・福井駅周辺整備（西口再開発など）を福井市とともに推進
○「都市機能集約型」のまちづくり
　・県内主要都市においてコンパクトなまちづくりを推進。市・町と連携して大型店の適正な立地や広域調整を実施
○琵琶湖若狭湾快速鉄道
　・琵琶湖若狭湾快速鉄道については、滋賀県をはじめ関係者の理解と協力を求め、事業化に向けての課題解決に
　　努力
○福井空港の利活用
　・災害時の救援基地や飛行訓練基地など国や民間事業者に利活用を働きかけ

主な政策の実施状況 主な成果等
鉄道による都市アクセスの時間短縮
　敦賀発着の新快速電車のダイヤ改善、増便等を
ＪＲ西日本に対し働きかけ

北陸本線と新幹線（東海道）の接続について、ダイヤ改善
（早朝時間帯の出発時間が約４０分早まり、東京滞在時間拡大）

　しらさぎ２号　　（改正前）H19.4 　福井発　7:14　東京着　10:43
　　　　　　　　　 　（改正後）H20.4 　福井発　6:30　東京着　10:10

  しらさぎ５４号　（改正前）H19.4 　福井発　8:14　東京着　11:43
　　　　　　　　　　 （改正後）H20.4 　福井発　7:36　東京着　11:10

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等
福井駅周辺の整備促進
　福井駅西口および福井駅東口駅前広場につい
て供用が可能となるよう整備
　西口中央地区再開発について、福井市、再開発
準備組合、経済界で構成する事業委員会に県も参
加して積極的に議論・提案し、２棟に分棟化するこ
とやＮＨＫに参画を求めることを関係者間で合意し
た。県としても、床取得を前提に施設内容を検討

　西口駅前広場のタクシー、自家用車乗入れを開始(H21.4)
　東口駅前広場のタクシー、自家用車乗入れを開始(H21.4)、高
速バス等の乗入れを開始(H21.5)
  都心環状線の供用開始（H21.6）
　県として、西口再開発を積極的に応援するため、床を取得して
「サイエンスを楽しく学ぶ体験型施設」を整備するとの方向性を決
定

えちぜん鉄道の高架化、LRT化、福井駅前乗入れ
　勝山永平寺線の高架の構造、施工方法、都市計
画変更等について、三国芦原線の全線ＬＲＴ化も
含め国や関係機関と協議

  福井市の都市交通戦略および都市計画マスタープランが、福
井鉄道福武線の福井駅西口広場への延伸を重要な施策として
位置付け
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８　高速交通時代のにぎわい交流まちづくり

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
福井空港外来機利用
状況
（年間着陸回数）

１，３７４回／年 １，３５７回／年 １，３４８回／年 １，５４２回／年
　１，６００回／年

【見込み】
１，６００回／年

（約２割増）

コンパクトシティを目指
し、郊外での大規模
集客施設立地を規制
する市町数

－ ５市 ５市 ５市
６市

【見込み】
６市町

◆モビリティ・マネジメント（交通手段の最適利用）の推進

○電車・バスの生活利便性の向上
　・路線バスの一律運行から、多様で効率的なバス運行システムへの転換を促進
　・えちぜん鉄道と福井鉄道の相互乗り入れの実現と利活用の促進。高頻度運行化
　・小浜線、越美北線の利活用の促進とダイヤの改善
　・公共施設を巡回するフレンドリーバスの利用拡大（ルート・停車地点の見直し）
○車に頼り過ぎない「カー・セーブ戦略」
　・自転車・公共交通の利用促進、車の相乗り運動、ウォーキングなどを企業や市・町に働きかけ

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況

琵琶湖若狭湾快速鉄道の整備
　鉄道建設の基金積立て、滋賀県との協議を継続 平成22年度末基金積立額　３５．２億円

１日当たりの平均利用台数
　　－(H18)  ⇒　５７７台(H22.11)

福井空港の利活用促進
　福井空港を拠点に新たに事業所を開設する航空
事業者（パイロット養成機関など）を誘致
　福井空港を防災面で活用するため、海上保安庁
に対し、航空機やヘリコプターが行う救助活動や捜
索業務等の一時離着陸場　として活用するよう働き
かけ

主な成果等
県内公共交通機関の利用促進
　福井鉄道福武線について、新たな経営者の選定
や名古屋鉄道の増資など再建のための環境を整
備
　えちぜん鉄道について、鉄道会社が実施する安
全確保のための設備更新等を支援

  福井鉄道福武線について、再建スキームを２０年度にとりまと
め、鉄道事業再構築実施計画に基づき駅舎等を整備
　スポーツ公園駅(H22.3)、福井市内新駅2箇所(H23.3予定)
　えちぜん鉄道三国芦原線においても、利便性を向上させるため
新駅を開業　　日華化学前駅・八ツ島駅（H19.9）
　輸送人員
　　福井鉄道　　　　１６２万６千人（H18）　⇒　１６３万９千人（H21）
　　えちぜん鉄道 　２９１万８千人（H18）　⇒　３１１万人（H21）

　
　セントラルヘリコプターサービス（株）が福井空港に事業所を開
設（H20.10）し、操縦士養成訓練を実施

福井空港外来機年間着陸回数
　１，３７４回(H18）　⇒　１，５４２回(H21)

都市機能集約型のまちづくり
　福井市、越前市、大野市、敦賀市の中心市街地
活性化協議会の活動を支援
　大規模集客施設等の適正立地を図るため、準工
業地域等における立地規制を定める等の都市計
画策定を行う市町を支援

４市（越前市、福井市、大野市、敦賀市）の「中心市街地活性化
基本計画」が内閣総理大臣から認定

「コンパクトで個性豊かなまちづくりの推進に関する基本的な方
針」に基づき郊外での大規模集客施設立地を規制する市町数
　　　　－(H18）　⇒　５市(H22.11)

福井駅西口地下駐車場の利用促進
　福井グランドモールなど周辺商店街が実施するイ
ベントと連動した駐車料金の割引きなどを実施

主な政策の実施状況 主な成果等
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８　高速交通時代のにぎわい交流まちづくり

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

県内公共交通機関利
用者数

２，２３０万人／年 ２，２２２万人／年 ２，２３１万人／年 ２，１４６万人／年
２，２５０万人／年

【見込み】
２，２５０万人／年

（２０万人増）

主な政策の実施状況 主な成果等
バスの利便性向上
　地域住民の生活に必要なバス路線の維持のた
め、事業者に助成
　高校生の遠距離バス通学が必要な地域において
通学時間帯の増便や高校巡回バス等を運行(19年
度～)
　福井市西部地区や大和田地区でパークアンドバ
スライドを実施(20年度～)
　福井市高須町において自治会集落輸送活動を
実施（22年度）

高校生のバス通学利便向上を図った高校等　　１４校
　
乗合バスの輸送人員
　６９２万８千人（Ｈ１８）　⇒　６０６万人（Ｈ２１）

小浜線・越美北線の利活用促進とダイヤ改善
　沿線市町や利用促進団体と連携して小浜線、越
美北線の利用促進策を実施
　越美北線と路線バスの連携事業の実施
　ＪＲ西日本に対し増便等のダイヤ改善を働きかけ

輸送人員
　　小浜線　　　　１７６万２千人（H18）　⇒　１７０万８千人（H21）
　　越美北線 　　　３０万３千人（H18）　⇒　　３３万８千人（H21）

ダイヤ改善
　　小浜線臨時列車の運行　平成１９年１０月～
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （観光シーズンの土休日に運行）
　　小浜線の運行間隔改善　平成２１年３月ダイヤ改正

自転車の利用環境整備
　県立図書館や福井運動公園でパークアンドサイ
クルライドの試行実験を実施（22年度）
　自転車に親しむきっかけとなるイベントとしてアー
スライドフェスタを開催（22年度）
　自転車モデル地区において自転車レーンを整備
　点在する観光地などを自転車で周遊できるよう、
既存の自転車道や河川堤防を活用しながら、路面
標示などにより、サイクリングロードをネットワーク化

モデル地区における自転車レーンの整備（H20～H21）
   　４．３ｋｍ　（福井市大和田地区、敦賀市川西・川東地区）
サイクリングロードのネットワーク化（H22～）
　　　約６１km（H21）　⇒　約９４km(H22.11)
　永平寺～福井運動公園～福井市街地～朝倉氏遺跡～～鯖江
西山公園～ＪＲ今庄駅

福井鉄道福武線とえちぜん鉄道三国芦原線の相
互乗り入れ
　事業者や沿線市町に加え、国や警察、道路管理
者など事業関係者に対し、県が主催する検討会議
への参加を要請。相互乗り入れの実現に向けた意
見調整・集約を実施

　

　23年度から改修工事に着手し、25年度から相互乗り入れの運
行が開始できるよう、22年10月から田原町駅など主要駅の概略設
計調査に着手

「カー・セーブ」戦略の推進
　従来の「ノーマイカーデー」に代え、新たに毎週
金曜日を「カー・セーブデー」に設定し、過度なクル
マ利用を抑制
電車やバスのダイヤ、運賃等をパソコンや携帯電
話で検索できる「ばす・でんしゃナビふくい」を運用
開始（20年度～）

　
　21年5月～22年3月の間に延べ約１７万人が実施し、クルマの通
勤距離では約２２５万ｋｍ削減
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８　高速交通時代のにぎわい交流まちづくり

◆社会資本整備の効率化と共動による維持管理

○主要県内道路、県境道路の整備促進
　・県内の主要道路、県境道路については、県民の利便性向上効果、効率性、優先度を見極めて整備
○「川守」、「道守」
　・地域住民や民間との共動により、堤防の草刈りなど河川環境の整備を進める「川守」、歩道の清掃、危険箇所の
　　連絡など道の維持管理を行う「道守」を推進

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

県内の主要道路の供
用路線数

－ ３路線
２年間で１１路線
（２０年度８路線）

３年間で１７路線
（２１年度６路線）

４年間で21路線
（２２年度4路線）

４年間で
２１路線供用開始

渋滞を緩和する主要
交差点数

１２か所
（平成１５～１８年度）

９か所
２年間で２２か所

（２０年度１３か所）
３年間で３２か所

（２１年度１０か所）

4年間で４２か所
(２２年度１０か所）

【見込み】
４年間で４０か所

河川での草刈、清掃、
花の植栽を行う川守
参加者数

７３，０００人 ７４，１７０人 ７4，５８０人 ７５，０５３人
７５，５００人

【見込み】
７５，５００人

歩道内の清掃、除草、
花の植栽、道路の危
険箇所等の情報提供
を行う道守参加者数

１７６人 ５，６２０人 １０，２９０人 １３，７２４人
１５，０５０人

【見込み】
１５，０００人

「川守」「道守」の促進
　地域住民、企業等との共動により、河川での草
刈、清掃、花の植栽を行い河川を守り育てる「川
守」活動や、歩道内の清掃、除草、花の植栽、道路
の危険箇所等の情報提供を行う「道守」活動を促
進

川守参加者数
　７３，０００人(H18)　⇒　７２，１８６人(H22.11)

道守参加者数
　１７６人(H18)　⇒　１５，０２３人(H22.11)

環境に配慮した社会資本の整備
　生物の生息環境や景観などに配慮した工事を実
施
　雪対策・建設技術研究所において、環境配慮や
コストを縮減する資材等を開発

環境に配慮した公共工事を実施
　・環境配慮型公共工事検討委員会で計画段階からの環境配慮
の審議と点検結果の検証・評価を行う。
　・実施例：足羽川（福井市）
　　　　　　湿地帯を整備して、希少植物のタコノアシの植生を復元
　　　　　　（工事期間中はプラントピアに仮移植し、工事後復元）
　　　　　　護岸の覆土を行い在来植物により緑化
　　　　　　水ぎわ部に捨石を設置し、魚のすみかを整備
　・砂防えん堤の残存型枠に間伐材を利用（H22から３箇所）

環境に配慮した新しい資材の開発
　・木タール再利用のCO2排出が少ない舗装材
　・繊維ロープを用いた転落防止柵
　・地中熱を利用した融雪システム

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等
県内主要道路の整備促進
　県民参加による「道づくり協議会」を開催するな
ど、住民の意見を十分聴取して主要道路の整備を
推進

県内主要道路の供用数　　２１か所
　　　19年度　福井鯖江線（白鬼女橋）など３か所、
　　　20年度　中部縦貫自動車道（上志比・勝山間）、
　　　　　　　　 常神三方線（遊子トンネル）など８か所
　　　21年度　国道１６２号、寺武生線（府中大橋）など６か所
　　　22年度　帆山王子保停車場線（松ヶ鼻トンネル）、
　　　　　　　　 坂本高浜線、国道３０５号、殿下福井線（日光橋）
　　　　　　　　 の４か所

道路の渋滞緩和、橋梁の長寿命化
　既存の道路敷地を有効利用して交差点に右折
レーンを設置するなど効率的な道路の渋滞緩和の
実施
　２０年度から橋梁の長寿命化修繕計画を策定

渋滞を緩和した主要交差点数
　３９か所(H22.11)
橋梁の長寿命化修繕計画の策定
　緊急輸送道路や跨線橋など５８０橋
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８　高速交通時代のにぎわい交流まちづくり

◆敦賀港、福井港の利用促進

○敦賀港
　・多目的国際ターミナルの平成１９年度完成を受け、港湾施設整備とポートセールスの総合的な推進体制をつくる。
　　中国・韓国への定期航路を拡大
○福井港
　・関税法上の開港の効果を活かし、テクノポート福井への企業誘致と一体として利活用を促進

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

敦賀港の外貿定期コ
ンテナ数

8,104ＴＥＵ／年
（平成１８年）

5,555ＴＥＵ／年
（平成１９年）

6,000ＴＥＵ／年
（平成２０年）

7,991ＴＥＵ／年
（平成２１年）

15,000ＴＥＵ／年
(平成22年)

【見込み】
15,000ＴＥＵ／年

福井港の外航船入航
隻数

１９２隻／年
（平成１８年）

２０８隻／年
（平成１９年）

２０４隻／年
（平成２０年）

１１２隻／年
（平成２１年）

１1０隻／年
（平成２２年）

【見込み】
２２０隻／年

外航船入港隻数
　１９２隻(H18)　⇒　１００隻(H22.1～11)
取扱貨物量
　１９５万トン（H18）⇒１３１万トン（H22.1～10）

敦賀港の外貿定期コンテナ数
　韓国との国際定期ＲＯＲＯ船就航など航路の充実により取扱貨
物量が増加
　８，１０４TEU(H18)　⇒　１３，４２６TEU(H22.1～11）

重点港湾に選定（H22.8）

主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

福井港の利用促進
　外航貨物取扱区域の埠頭用地約２haについて舗
装整備
　貨物を安定的に確保するため、新たな取扱品目
の開拓を目指したポートセールスを実施

主な政策の実施状況
敦賀港の利用促進
　関係機関と連携して、大口荷主等を中心とした県
内外の企業に積極的にポートセールスを実施
　鞠山南多目的国際ターミナルを供用開始
　港湾関連用地への物流企業の誘致活動を実施
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９　原子力の安全・安心と信頼の確保

９　原子力の安全・安心と信頼の確保

◆安全と信頼の確保に全力、１５基体制を堅持

○原子力発電所の安全にかかわる高経年化対策の推進
　・国や電力事業者において県民の目に見えるかたちで対策を実施するよう強く要請。県民の立場に立った意見を
　　積極的に国に提案
○敦賀３、４号機増設計画への適切な対処
　・事業者に対し、安全確保を第一として増設計画に着実に取り組むよう要請
○「もんじゅ」への慎重な対処
　・高速増殖原型炉「もんじゅ」については、事業者の取組みや国の安全審査等の結果を県原子力安全専門委員会
　　の審議等により厳正に監視・確認
　・運転再開については、国における十分な審査等の結果を踏まえ、県民の立場に立って判断
○プルサーマル計画への対応
　・プルサーマル計画については、関西電力が美浜発電所３号機の事故で失われた県民の信頼と安心の回復を図る
　　ことが前提。取組状況や国の指導・監督状況を見極めながら対応
○原発特措法に基づく各種事業の着実な実施
　・「原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法」に基づく振興計画を着実に推進。観光や文化の
　　振興、鉄道、通信施設等についても振興計画の対象事業に追加するよう国に強く要請
○電源三法交付金・補助金の有効活用
　・電源三法交付金等については、ハード整備だけでなく、子育て支援や地域産業の振興などソフト事業に幅広く
　　活用

「福井新元気宣言」推進に関する政策

原子力の安全確保
　原子力発電所に係る検査制度については、高経
年化した発電所の安全性向上や定期検査間隔設
定の技術評価を検証する仕組みの構築などを国に
要請
　
　原子力発電所の耐震安全性について、県原子力
安全専門委員会において、事業者の再評価結果
について審議
　
　敦賀１号機について、厳格な安全規制等を国に
要請
　
　美浜１号機の長期保守管理方針について、県原
子力安全専門委員会は妥当と評価
　敦賀１号機と同様に中間安全確認の実施を国に
要請

　
　２１年１月から施行された新しい検査制度では、本県の要請の
趣旨を踏まえて、長期保守管理方針が国の認可事項になるな
ど、高経年化対策を充実・強化

　耐震安全性について、引き続き、県原子力安全専門委員会の
審議等を通じ、厳正に確認
　
　敦賀１号機が４０年を超えて運転する６年間の中間で、それまで
の保安活動の実施状況等を評価し、国がこれを確認する「中間
安全確認」のシステムを本県から国に提案・要請し、国が了解。県
は、敦賀１号機の平成２８年までの運転継続を了承

　美浜１号機の４０年を超える運転継続について、県議会の議
論、地元美浜町の意見、中間安全確認の実施を国としても了解し
たことを受け、了承

「もんじゅ」への対応
　県原子力安全専門委員会で、設備の健全性や
品質保証体制、耐震安全性を審議
　知事、川端文科大臣、直嶋経産大臣の三者によ
る「もんじゅ関連協議会」において、安全確保等に
関する本県の要請に対し、両大臣から「もんじゅは
政府として確固たる意志を持って着実に推進し、国
が前面に立って対応する。地域振興に対する地元
の思いを重く受け止め、政府全体として取り組む」と
の積極的で前向きな方針が示された。

　炉内中継装置の落下について、専門の調査チー
ムの設置など、国としての体制を構築するよう要請

　「もんじゅ関連協議会」での回答が着実に実行・実現され、県民
の安全確保と信頼が得られることを前提に、県議会の議論、敦賀
市長の意見等を総合的に勘案し、「もんじゅ」の運転再開を了承。
平成２２年５月６日に運転再開

　庁内関係各部による「もんじゅ総合対策会議」を設置し、プラント
の運転状況や地域振興等に係る国や原子力機構の対応を把握
し、「もんじゅ」をめぐる今後の様々な課題について総合的に対応

　「もんじゅ」の安全性について、引き続き、県原子力安全専門委
員会の審議等を通じ、厳正に確認

主な政策の実施状況 主な成果等
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９　原子力の安全・安心と信頼の確保

主な成果等
敦賀３、４号機増設への対応
　敦賀３、４号機について、国の安全審査の状況を
確認
　準備工事の実施状況について事業者から随時報
告を受け、状況を把握
　２２年１０月に予定していた着工は延期されたた
め、国や事業者に対し、事業者自らが安全審査へ
の的確な対応や確実に実施できる新たな工程をで
きるだけ早く示すよう要請
　

　
　引き続き、敦賀３、４号機をはじめ、原子力発電所の安全確保策
を国や事業者に要請

電源三法交付金・補助金の有効活用
　電源三法交付金・補助金について「子育て」「産
業人材育成」「子どもの安全・安心」などのソフト事
業に幅広く活用。
　原子力発電施設立地共生交付金等については、
２２年１０月に地域振興計画の承認を受け、活力あ
る産業の創出や地域医療の充実につながる事業を
実施する予定。２３年度以降から開始する事業につ
いては引き続き検討し、地域振興計画に追加。

　
　電源三法交付金については、子育て支援、高齢者対策、子ども
の安全・安心、産業人材の育成など、県民の生活に密着したソフ
ト事業や、｢エネルギー研究開発拠点化計画｣の推進を図るため
の施策等に、幅広く活用した。
　（主な活用内容）
　・子育て支援･･･一時保育サービスの充実や子育てマイスター
   の活動支援
　・高齢者対策･･･高齢者グループホームの安全確保
　・子どもの安全・安心･･･キッズデザイン｢子どものまち｣づくりの
   推進
　・産業人材育成･･･福井県ジョブカフェの運営
　・拠点化計画の推進･･･陽子線がん治療施設の整備や、原子力
   関連技術を活用した新製品開発支援など

原発特措法に基づく各種事業の着実な実施
　原発特措法に基づく立地地域振興計画に位置
付けた２０３事業のうち、１７１の事業を実施。うち１１
０事業が平成２２年度までに完了予定
　平成２２年１２月３日に、特措法の一部を改正する
法律案が可決され、法の期限が平成３２年度末ま
で延長されることとなった。
　電源立地地域の生活環境、産業基盤の総合的か
つ広域的な整備を図るため、対象事業および対象
業種の拡大を国に求めている。

　原発特措法により補助率の嵩上げなどの措置がなされ、立地地
域における道路、港湾・漁港の整備、小中学校の耐震補強など、
地域の振興や安全・安心の確保に必要な施設等の整備が促進さ
れた。

プルサーマル計画への対応
　２２年６月、フランスからＭＯＸ燃料が到着し、８
月、ＭＯＸ燃料の健全性について国から合格証が
交付され、１０月、国が工事計画を認可
　ＭＯＸ燃料の到着時に、現地において輸送容器
の安全性を確認し、また、国が実施した輸入燃料
体検査に立ち会うなど、県として独自に安全性を確
認
　節目となる工程の各段階で関西電力から報告を
求め、県原子力安全専門委員会で国の審査結果
も含めその内容を厳正に確認

　
　関西電力は、１２月５日に高浜３号機にＭＯＸ燃料を装荷し、１２
月下旬に発電を開始予定

　プルサーマル計画の安全性について、引き続き、県原子力安
全専門委員会の審議等を通じ、厳正に確認

主な政策の実施状況
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１０　夢と誇りのふるさとづくり

１０　夢と誇りのふるさとづくり

◆「理想県」福井を全国に

○「健康長寿」を柱にブランド戦略を展開
　・「なぜか長寿」がキャッチコピーの健康長寿ブランドを産業・観光と結びつけ全国に強くアピール
○世界的な視点からの情報発信
　・地域の資源を磨き、ビジネス化する地域ブランド活動を全国ブランド化
　・発信力のある企業とのコラボレーションを推進
　・グローバルな手法によるローカルな情報の発信
○「考福学」の全県展開
　・福井の歴史や伝統文化を再認識し、次世代に伝える「考福学」（福井を考え幸せを願う）を全県に広げ、福井人
　　としての自信と誇りを醸成
○恐竜渓谷（ダイノソーバレー）
　・世界第一線の研究者との連携を強化。日本各地、中国、タイなど海外の恐竜化石発掘を支援し、恐竜博物館を
　　世界の研究拠点に
　・恐竜博物館から恐竜発掘現場までを中心とした九頭竜川流域一帯を「恐竜渓谷」として育て、観光ブランド化

元 気 な 県 政

「福井新元気宣言」推進に関する政策

国際大会等イベントにあわせた情報発信
　北海道で開催された洞爺湖サミットにおいて、本
県産品が、会場展示物や参加者等への記念品な
どに採用
　ＷＲＯ福井エキシビジョン大会において、県産品
や観光地をＰＲ
　全国植樹祭、APECエネルギー大臣会合におい
て、ふくいブランドをＰＲ
　開催予定のアジア原子力協力フォーラム（ＦＮＣ
Ａ）にあわせて、参加者に対して本県の魅力を発信
（H23.2）

採用件数　若狭塗箸など５件

APECに参加した各国代表者等のエクスカーションへの参加者
52名

　会合において、エネルギー安全保障に向けた低炭素化対策に
関する「福井宣言」を採択
　歓迎レセプション、情報発信コーナー、サイトツアー等におい
て、会合参加者に福井の魅力を紹介
　会合参加者数　３０４名（首席主席２３名、代表団２８１名）
　県内中学生が参加した「ＡＰＥＣジュニアフォーラム」からの提言
を会合参加者に披露。その返礼として、各首席代表が福井の子
どもたち直筆の激励メッセージを贈呈

主な政策の実施状況 主な成果等
APECエネルギー大臣会合の成功と情報発信
　２２年６月、福井市内で「ＡＰＥＣエネルギー大臣
会合」を開催
　参加国・地域・国際機関の首席代表をはじめとし
た会合参加者に対するおもてなしや福井の情報発
信を実施
　会合を契機に、児童生徒がＡＰＥＣ参加国・地域
や環境・エネルギーに対する理解を深めるための
学習を実施
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「ちりとてちん」施策の展開
　連続テレビ小説「ちりとてちん」放映を契機に、東
京、大阪、名古屋など大都市圏で伝統工芸や食な
どの本県の魅力や観光等のＰＲ活動を実施
　全国初の「ちりとてちん杯女性落語大会」を開催
（平成20年９月、平成21年９月、平成22年９月）

継体大王即位１５００周年記念事業の推進
　本県ゆかりの継体大王即位１５００周年に当たる
19年度にシンポジウムを開催し、大王にまつわる歴
史、伝説などを県内外の多くの人にアピール
　子ども達などが参加したイベント開催により、県内
外のゆかりの地による相互交流を開始
　大王を郷土の誇りとして語り継ぐよう、平成20年度
に広く県内外から寄付を募り、継体大王ゆかりの桜
１５００本を植樹

記念事業等への参加人数　１０１，０００人

県民による桜の植樹
　県内２５９箇所で植樹　１，５００本

小浜市にある箸のふるさと館への来場者数
　6,783人（H18）⇒26,859人（H21）
　
大会のドキュメントをNHKで全国放送（H21.11.24、H21.12.2）
　
上方落語協会上方笑女隊北陸支部が福井市内に開設（H22.4）
県内に落語を演じるグループ活動への参加者　２５名

主な政策の実施状況 主な成果等
人的ネットワークの拡大やメディアを通じた情報発
信
　「恐竜」、「食」、「学力・体力日本一」などのふくい
ブランドを県外企業とのコラボレーションにより全国
に発信

　首都圏のメディアを中心にパブリシティ活動を展
開

　ふるさと大使、市町大使等の自主的な本県PR活
動を推進
　「ふくいブランド大使」の活動の一層の活発化を
目指し、交流会等を通じてグループ活動を促進
　教科書会社に対し、福井に関する題材の掲載を
営業し、理科や社会の教科書に採用
　小説家等に福井の歴史をテーマにした小説の執
筆を働きかけ、県内における講演会、現地案内等
を実施
　「ふくいブランド」を売り込むための営業ツールを
作成し、大都市圏でのＰＲ活動等に活用

福井県が小学館DIMEトレンド大賞特別賞を受賞（H20.11）
企業とのコラボレーション件数　１９件（H19）⇒３７件（H21）
　・福井の教育をテーマとした出版
　・ANA国際線、国内線機内での県産食材の利用

パブリシティ活動の広告費換算効果
　　１０億円(H18)　⇒　１４億円(H21)
　　　　　　　　　　　　　　 9.1億円(H22.11)
ふくいブランド大使による主なPR活動
　・東京都内の本県ゆかりの地への越前水仙の植栽
　・首都圏において福井を発信するフリーペーパー「fukuist」の
　　発行

採用件数　３社（啓林館、東京書籍、帝国書院）

福井の歴史に関する小説が福井新聞紙上で連載（H23.1～）

大手検索サイト「エキサイト」と共同で、全国初のポータルサイトを
開設（H22.10）

首都圏におけるブランド戦略
　銀座三越、椿山荘で「福井フェア」を開催し、福井
の食、伝統工芸品等をPR
　首都圏ゆかりの地（荒川区、新宿区等）におい
て、戦国時代～幕末期の福井をテーマにしたパネ
ル展を実施
　都内の大学において、福井の歴史や学力をテー
マにしたシンポジウム等を開催
　新宿区神楽坂で開催される「ドーンと福井in神楽
坂」において、福井の食、歴史・文化や恐竜等のふ
くいブランドを発信
　専門家・事業者と共同で福井の伝統技術等を活
用した商品開発を実施
　立命館大学、都内の市民グループと共同した都
内での白川文字学講座の開催、映画「京都太秦物
語」のPR等により白川文字学を全国発信

幕末福井に関するシンポジウム、関連講座等のイベント参加者
　25,065人（H21）

越前和紙を使用したインテリアを開発し、都内店舗に納品
（H22.5）
都内に白川文字学の発信拠点を開設（H22.11）
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
首都圏において福井
県に訪れたいと思う人
の割合

― ４１．４％ ３９．１％ ５５．５％
６０％

【見込み】
６０％

県立恐竜博物館の入
館者数

２９万人／年 ３８万人／年 ３９．３万人／年 ４３．８万人／年
５０万人／年

【見込み】
４７万人／年

主な政策の実施状況 主な成果等

恐竜博物館への誘客促進
・夏休み期間におけるツアー企画やコンビニエンス
ストアでの常設展前売券の販売など、民間企業と
のコラボレーションによるプロジェクト等を積極的に
推進
・子ども達に喜ばれる種類の骨格レプリカを充実さ
せ、大都市圏等において出前展示を積極的に実
施
・「年間パスポート」を発行し、リピーターの獲得を強
化
・恐竜博物館の広報力を強化するため、新たにキッ
ズホームページを開設

出前ＰＲ展実施件数　75件（H19～H22.11）

恐竜ブランドの発信
　第三次恐竜化石発掘調査を実施し、新種の竜脚
類、小型獣脚類の化石を発見
　恐竜博物館から恐竜発掘現場までを中心とした
九頭竜川上･中流域一体を「恐竜渓谷（ダイノソー
バレー）」として捉え、大型恐竜モニュメント等を設
置
　開館１０周年に併せ、展示内容の大規模なリ
ニューアルや特別展を開催し県内外にＰＲ
　ユニクロやＵＳＪ、ポプラ社、任天堂などとのコラボ
レーションにより福井の恐竜を全国に発信
　国際的な恐竜研究拠点を目指し、海外での共同
発掘調査を実施するとともに、海外の有力な自然
史系博物館との姉妹提携を積極的に推進
　恐竜コンテンツを活用した商品開発のため、県内
事業者を対象とした恐竜ビジネス研究会を実施

新種の恐竜化石発見　２件
新たな学名付与　１件（学名：フクイティタン・ニッポネンシス）

恐竜博物館および恐竜化石発掘地を中心に勝山一体が「恐竜
渓谷ふくい勝山ジオパーク」に認定（H21.10）

「福井の恐竜」が地方自治法施行60周年記念貨幣に採用（H22.7
発行）

海外博物館との姉妹提携実績
　３件（～H18）　⇒　７件（H22.11）

「考福学」の全県展開
　県内小・中学校において、地域の歴史文化や食
などをテーマに考福学講座を開催。また、児童・生
徒が地域の魅力を発表する等の考福学活動を実
施
　県内高校において、修学旅行や国際交流の中で
福井の魅力を発信する考福学活動を実施
　誰もが覚えやすく手軽にふくいの魅力を語れる口
上の作成や考福学検定等を実施し、「考福学」の
輪を拡大
　考福学サブキャラクターを募集し、キャラクターを
活用して考福学運動を活発化

考福学活動への参加者数　計49,298人（H19～H21）

考福学検定への参加者数　計910人（H19～H21）

考福学サブキャラクターへの応募作品数　264件
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１０　夢と誇りのふるさとづくり

◆「ふくい帰住」政策

○「ふるさと貢献」の促進
　・特定事業への寄付制度、母校への図書の寄付など、県民、本県出身者の善意を結集した「ふるさと貢献活動」を
　　促進。寄付文化を醸成
○「新ふくい人」、「リターンふくい」の推進
　・「住み」、「働き」、「交わり」、「楽しみ」の福井型の豊かなライフスタイルを全国に提案・アピール。「新ふくい人」を
　　全国から招致。受入をする人たちの体制や研修の支援
　・郷土教育の充実、高校卒業生への呼びかけ、大学生への県内就職支援など小学生から大学生までを対象とした
　　継続的な「リターンふくい」政策を推進
○グローバル時代の多文化共生
　・民主導の国際交流を促進。修学旅行や観光に重点
　・中国浙江省との交流を活かし観光や恐竜研究などの新しい分野を展開
　・外国人居住者との多文化共生を推進

都市農村交流の推進
　「ふるさとワークスティ」について、都市農村交流
員を県および県内地域団体に計１０名配置し、都
市圏からの誘客推進、地域の交流活動のサポート
を実施
　都市圏の若者を農山村に派遣しているＮＰＯ法
人地球緑化センターと、都道府県としては初めて都
市と農山村の交流推進に関する協定を締結し、都
市圏の若者との交流を促進
　田舎暮らし体験の情報ＰＲを実施するとともに、滞
在拠点となる農家民宿の開業を支援

「ふるさとワークステイ」参加者数
　－(H18)　⇒　３７４人(H21)　⇒　２５９人（Ｈ22.9）

「ふるさとワークステイ」参加者のうち移住した人数
　　21年度末までに　１０人

「新ふくい人」の招致、学生Uターン就職の促進
　東京、大阪、名古屋、金沢の各ふるさと帰住セン
ターを「新ふくい人の招致」、「学生Ｕターン促進」
の一体的な総合相談窓口として整備し、相談から
定住に至るまでワンストップで支援
　Ｕターン就職を支援するため、都市圏からのＵ
ターン無料バスの運行、都市圏での合同面接会、
県内ものづくり企業の体験事業を実施
　民間事業者等と共動で、県内外の若者の出会い
の場を提供し、結婚を通じた定住を促進
　市町等と共動で、起業ビジネスプラン・コンペを実
施し新たな雇用の受皿として「ふるさと起業」を促進

ふるさと帰住センターの利用者数
　　6,213件（H18）　⇒10,461件（H21）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況
ふるさと納税制度の推進
　本県へのふるさと納税を呼びかける「ふるさと福井
応援サイト」を開設(19年9月)
　自治体としては初めてインターネット上からクレ
ジットカードを利用した寄付制度導入(19年12月)
　ふるさと納税を提唱し、20年4月に「ふるさと納税」
制度が創設されたのを受け、県と市町の寄付共同
受入窓口を開設(20年5月)
　ゆうちょ銀行を利用した寄付制度導入（21年5月）
　「ふるさと納税情報センター」において、口蹄疫被
害の宮崎県への応援の呼びかけを実施（22年6
月）、「ふるさと納税推進フォーラム」を東京で開催
（22年10月）することにより、全国に向けて情報を発
信

ふるさと納税の寄付実績

【県全体】
　　収納実績　763件  73,377,674円（H20）
                  ⇒749件  68,098,148円（H2１）
                  ⇒388件  35,437,502円（H22.11）

【県寄付共同受入窓口】
　　収納実績　472件  33,843,175円（H20）
                  ⇒509件  31,803,450円 （H2１）
　　　　　　　 ⇒217件  10,909,750円（H22.11）

主な成果等
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１０　夢と誇りのふるさとづくり

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

福井で新たな生活を
営む「新ふくい人」
（Ｕターンセンター等を
通じて福井へ移住する
者）

９９人／年 １７０人／年
２年間で３６７人

（２０年度１９７人）
３年間で５７９人

（２１年度２１２人）
4年間で８２０人

【見込み】
４年間で８００人

ふるさとふくいに帰住
する人の数

― ― ９０８人／年
　２年間（H20～21）

で１，９２５人
（２１年度1,017人）

３年間で２，９８０人
【見込み】

３年間（H20～22）
で２，９７５人

◆「一人ひとりがエコライフ」

○「自然と生活環境」日本一をめざした環境計画の策定
○「ＬＯＶＥ・アース・ふくい」の推進（地球温暖化対策）
　・県民運動を、国民運動（チーム・マイナス６％）と一体となって、生活（Life）、事業（Office）、自動車（Vehicle）、
　　教育（Education）の分野で推進
　・ＣＯ２排出について、「地球１万人都市の１家族」の福井。一人ひとりが生活スタイルを改善する意識を普及
○ごみ分別・リサイクルの推進
　・家庭・地域、事業所の生ごみ・紙プラスチック類の減量化を進め、「１人１日当たり１００ｇ（約１割）のごみ減量化、
　　ごみ排出量９４０ｇ」を実現
　・食べ残しを減らす「持ち帰り運動」、「食べきり運動」を工夫して継続
　・市・町、警察、近県と連携し産業廃棄物の不適正処理防止を徹底。排出抑制とリサイクルを推進
○ラムサール条約湿地「三方五湖」、「北潟湖」の賢明な利用
　・三方五湖を’６０年代の環境に再生、エコツーリズムの支援
　・北潟湖の水質浄化を隣県と共同で促進。周辺を自然体験学習の場とし、歴史、農業、温泉と結びつけた観光
　　ゾーンを形成

環境基本計画の策定
　「環境ふくい創造会議」の提案等を踏まえ、「福井
県環境基本計画」を策定(20年11月)

　全国に先駆けた本県独自の１０のプロジェクトを推進

　新たな施策の立案や１０のプロジェクトの進捗管理のため、庁内
に環境計画推進会議を立ち上げ、計画を着実に推進

移住希望者用の空き家情報発信
　本県移住希望者の住まいに空き家を活用するた
め、市町ごとに空き家の現地調査を行い、「ふくい
空き家情報バンク」への登録

新ふくい人等に提供した空き家の数（累計）
　８０戸(H18)　⇒　４８７戸(H22.11)

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況 主な成果等

グローバル時代の多文化共生推進
　県内に住む在住外国人の生活相談等に迅速に
対応するため、国際交流会館にポルトガル語や中
国語の通訳を配置し、フリーダイヤルの電話相談
窓口（ホットライン）を開設（H21.4）
　災害時の外国人支援を想定した防災訓練の実施
（H22.10）
　２０１０年日本ＡＰＥＣエネルギー大臣会合の関連
事業として、参加国の大使による高校生を対象とし
た講演会を実施（H21-22）

外国人居住者の相談件数
  677件（H21） ⇒334件(H22.11)

防災訓練の参加者　通訳ボランティア　15名
　　　　　　　　　　　　　 外国人　　　　　　　 31名

開催学校数、聴講人数　７校　2,800人

主な政策の実施状況 主な成果等
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教育（Education）
　小中学校などでの自然体験や環境教育教材を活
用した環境講座の実施により、県民の環境問題に
対する理解を促進

低炭素化社会の推進
　原子力発電だけでなく、太陽光発電等の再生可
能エネルギーと先進的な省エネ関連技術等を一定
地域に集中・集積する「低炭素地域づくり」を推進

　
　低炭素化社会実現のための検討会を設置し、事業可能性の調
査に着手（H22.11～）

ゴミの分別・減量化
　食べ残しを減らし、生ごみの減量化を図るため、
飲食店での適量注文や小盛メニュー等を進める
「おいしいふくい食べきり運動」を女性団体、事業
者等と協力して実施
　「修理する文化」の醸成や「リサイクル文化」の定
着を図るため、「修理工房」や古本市を開催
　幅広く県民から３Ｒ推進メッセージ（絵手紙、標語
等）を募集し、意識を啓発

　
「おいしいふくい食べきり運動」協力店
　３９２店（H18）　⇒　５３６店(H22.11)

「修理工房」の開催（市町等を含む）
　－（H18）　⇒　３７回 （H21～H22.12.10）

古本市の開催（市町等を含む）
　－（H18）　⇒　６３回（H21～Ｈ22.12.10）
 
３Ｒ推進メッセージ応募数
　－（H18）　⇒　５，５８４件（H20～Ｈ22）

教育（Education）
　子どもの自然体験（里海での船乗り）実施学級数
　　－(H18)  ⇒　延べ１２２学級(H21～H22.11）
　環境教育教材（エコワークブック）を活用した環境教育の実施学
　校数
　　－(H18)  ⇒　延べ４７５校(H21～H22.11）

地球温暖化ストップ県民運動「ＬＯＶＥ・アース・ふく
い」の推進

生活（Life）
　県民や事業者の温暖化防止活動を推進する仕
組み「環境ふくいＣＯ２削減貢献事業」を創設
　エコ宣言の実践項目ごとにＣＯ２削減量と節減経
費を示すなど「ＣＯ２の見える化」を推進
　住宅用太陽光発電設備の導入を促進

事業（Office）
　環境協定締結事業所と共動し、環境問題の普及
活動を推進
　中小企業の事務所等の省エネ化を推進

　
自動車（Vehicle）
　電気自動車（ＥＶ）やプラグインハイブリッド（ＰＨ
Ｖ）等の次世代自動車の県内導入を推進
　県民に次世代自動車の特長を学習、体感できる
機会を数多く提供
　クルマ利用の適正化に向け、「ストップ乗りすぎプ
ロジェクト」として各種施策を展開
　

主な政策の実施状況 主な成果等
生活（Life）
　環境ふくいCO2削減貢献事業（オフセット先）
　　－(H18)　⇒　２１団体　９，８６５千円(H21～H22.11）
　「わが家のエコ宣言」家庭数
　　１２，０９５家庭(H18)　⇒　５３，５２１家庭(H22.11)
　住宅用太陽光発電設備補助件数
　　１，６１８件(～H18)　⇒　２，９５７件(～H22.11）

事業（Office）
　環境協定の新規締結事業所数
　　２事業所(H18)　⇒　１０事業所(H22.11）
　「わが社のエコ宣言」事業者数
　　１，０４０事業所(H18)　⇒　４，９０１事業所(H22.11)
　民間事業所省エネ化推進事業補助件数
　　－(H18)　⇒　１０件(H22.11）

自動車（Vehicle）
　電気自動車用充電設備の整備
　　－(H18)　⇒　県内に６８か所(H22.11）
　ＥＶ・ＰＨＶによる小中学校での環境教育、試乗会等の実施
　　－(H18)　⇒　１７４回(H21～H22.11)
　民間団体等の参加による自動車走行距離削減運動を実施
　　－(H18)　⇒　１５０チーム参加(H21～H22.11）
　相乗りにより自動車利用の軽減を図る「愛の相乗り運動」を実施
　　－(H18)　⇒　１３地区・グループ　１９０名(H21～H22.11）
　不用自転車を「みどりの自転車」として整備
　　－(H18)  ⇒駅、観光地、事業所等に１５０台(H21～H22.11）
　　　　　　　　　 JR福井駅前で無料貸し出しを開始２０台（H22.12）
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

温室効果ガス排出量
の削減

平成２年度比で
　４．８％増

（平成１６年度）

平成２年度比で
　　　５．３％増

（平成１７年度）

平成２年度比で
３．３％増

（平成１８年度）

平成２年度比で
３．１％増

（平成１９年度）

平成２年度比で
１．３％減

（平成２０年度）

平成２年度比で
３％削減

環境協定の新規締結
事業所数

２事業所 ５事業所 ７事業所 ９事業所 １０事業所 １０事業所

１人１日当たりごみ排
出量（※）

９７９ｇ
（平成１７年度）

９８１ｇ
(平成１８年度）

９４９ｇ
(平成１９年度）

９２５ｇ
(平成２０年度）

９０６ｇ
(平成２１年度）

【速報値】
９４０ｇ

三方五湖周辺でのふ
ゆみずたんぼ・水田魚
道実施地区数

１地区 ２地区 ５地区 ５地区 ７地区 ６地区

環境教育教材を活用
した環境教育の実施
学校数

― ― ― ２１４校
延べ４７５校

（２２年度２６１校）
延べ４３４校

子どもの自然体験（里
海での船乗り）実施学
級数

― ― ― ５０学級
延べ１２２学級

（２２年度７２学級）
延べ１００学級

主な政策の実施状況 主な成果等
産業廃棄物対策の強化
　敦賀市民間最終処分場の抜本対策工事につい
ては、平成２０年１月から着手し、漏水防止対策工
事、浸出水処理施設等工事、浄化促進工事を実施
　産業廃棄物の処理については、市町、警察、隣
接府県等と協力して不法投棄の未然防止のための
監視・指導体制の強化を図るとともに、不適正な処
理に対し厳正に対処
　特に、平成21年度からは、監視カメラを設置する
など不法投棄防止対策を強化

敦賀市民間最終処分場対策工事全体の進捗率
　約６９％(H22.11)

監視・指導体制の強化
　市町職員(66名)を県職員に併任し、立入権限を付与
　監視カメラ８台による監視と２４時間パトロールの実施
　隣接県との合同路上検査やスカイパトロールの実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(H19～22.11  42回)

三方五湖、北潟湖の保全・活用
　水田魚道やふゆみずたんぼなど、田んぼを活用
して魚類や水鳥の生息環境を保全する地域の自
主的な活動を拡大
　三方五湖で行われるシジミやヒシを活用した水質
浄化を促進するとともに、試験的に、生物の生息に
適した護岸を整備
　東京大学と共同で、三方五湖の水辺生態系の状
況とその再生方法についての研究を開始
　「石川・福井湖沼水質浄化対策研究会」や、水質
浄化の普及啓発のための「湖沼フォーラム」を石川
県と協力して開催

三方五湖周辺地域でのふゆみずたんぼ・水田魚道の実施面積・
箇所数
　ふゆみずたんぼ　１地区〔0.6ha〕(H18)　⇒　4地区〔2.6ha〕(H22)
　水田魚道　　　　　－(H18)　⇒　4地区〔16箇所〕(H22)

シジミや魚類の生息に適した浅瀬や石積による護岸の整備
　久々子湖（H21：浅瀬造成 １００ｍ）
　水 月 湖 （H21：浅瀬造成 ２００ｍ）
　三 方 湖 （H21：多孔質護岸 ９０ｍ）

魚類の産卵場所や生息環境について、県、東京大学、地元住民
との協働型研究を行い、県、町、地元漁協、環境保全団体などで
構成する協議会が発足（見込み）
また、住民の理解を深めるための「三方五湖水辺生態系再生シ
ンポジウム」（H20.10.5）を開催

石川県と交互に「湖沼フォーラム」を開催し（20年度 三方五湖、
22年度 北潟湖）、両県民の環境意識の醸成と交流を促進
また、北潟湖においては、北潟湖の魚類生息状況調査（H21～
22）を実施

生物多様性の保全
　コウノトリをふくいの自然再生のシンボルとし、定
着に向けた環境整備を推進
　生物多様性を保全するための本県独自の支援制
度を創設

　
コウノトリを呼び戻す田園環境再生事業　15団体

コウノトリの野生化に向けた兵庫県との共同研究に着手

企業等から資金提供を受け、生物多様性の保全活動を実践する
団体等の活動を支援する、本県独自の「ふくい生物多様性保全
支援制度」を創設
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◆「ふくいランドスケープ構想」

○福井の自然を育てる
　・美しい福井の田園風景など自然環境の良さを再認識して守り育てる。福井固有の伝統的民家、文化財など歴史
　　景観を保存
　・優れた農地の無秩序転用を抑止。山肌を露出する山の切り崩し防止を検討
○まちなみ景観をつくる
　・広告物、電車やバスの移動広告、建築物の規制を強化。電柱の地中化を観光スポット、交差点において促進
　・まちなみ景観づくりを市・町と連携して推進

主な政策の実施状況 主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策

ふくいの伝統的民家の認定数
　１３０件(H18)　⇒　７３９件（H22.11）

ふくいの伝統的民家の保存・継承
　伝統的民家、歴史的建造物の保全・改修に対し
支援
　伝統工法の技能を次世代に継承するため、（社）
福井建築組合連合会が開催する「ふくい棟梁講
座」を支援
　伝統的技能者登録制度を創設し、伝統的技法を
習得している大工・左官技能者に関する情報を県
のホームページ等で紹介

里地里山の保全・活用
　希少生物観察会や生息地保全再生体験などを
実施し、地域住民の里地里山保全への理解促進と
今後の活動計画づくりを支援
　里地里山での保全と活用の活動を、COP10（生
物多様性条約第10回締約国会議）の場で全国に
向け発信
　里山の保全のため、砂防指定地の指定と健全な
森林を守り育てる里山砂防を推進

里地里山の保全・活用計画に基づき活動を行う地区数
　１地区(H18)　⇒　８地区(H22)

COP10の「生物多様性交流フェア」において、越前市白山坂口地
区や三方五湖周辺などでの保全・再生活動をブース展示するとと
もに、活動事例を発表（６団体）

エクスカーションを実施し、COP10参加者が本県の自然や歴史、
文化を体験（H22.10.23、24）　計45名参加

砂防指定地の指定（面指定）　５箇所　１２２ｈａ（H22）
健全な森林の育成計画策定箇所数　３箇所（H22）

建設残土の民間における利用量
　約２０，０００㎥（H18）　⇒約２８，７００㎥(H20)
                                        約２３，７００㎥(H21)
                                        約２０，３００㎥(H22.11)

山の切り崩しが制限される砂防指定地等を指定
　２，２２６か所(H18)　⇒　２，２７６か所(H22.11)

砂利採取要綱を改正(21年4月施行)
砂利採取認可時の緑化指導件数　１０件
　　　　　　　　　　　　　　　（H21～H22.11累計）
砂利採取跡地の緑化実施箇所数　５箇所
　　　　　　　　　　　　　　　（H21～H22.11累計）

山の切り崩し防止
　土砂採取などによる山の切り崩しについて、砂防
や土採取など各法令等に基づく審査対象を拡大
　建設残土、河川等の浚渫土の公共工事での再利
用や民間公募の拡大により、景観に影響を及ぼす
開発を抑制
　開発関連要綱等を改定して跡地の緑化
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１０　夢と誇りのふるさとづくり

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標
里地里山の保全・活
用計画に基づき活動
を行う地区数

１地区 ２地区 ４地区 ６地区 ８地区 ８地区

ふくいの伝統的民家
認定件数

１３０件 ２７３件 ４５４件 ６１７件
７５０件

【見込み】
７５０件

道路美装化など街なみ環境の改善が図られた地区数
　２地区(坂井市、大野市）

屋外広告物・標識等の規制
　県屋外広告物審議会において屋外広告物に係
る基準の見直しについて検討
　道路標識と信号や照明などとの標柱の共有化、
標識の背面利用や表示板の併設等により景観を阻
害する標識等を減少
　福井駅付近のエリアを重点に電線類の地中化を
推進

県屋外広告物条例を改正(H22.1施行)
屋外広告業監督処分基準の策定（H22.1運用）
県屋外広告物ガイドラインの策定（H22.3運用）
良好な景観づくりにつながっている広告物を「ふるさと福井景観
広告賞」として表彰（H22.12予定）
　
標識の背面利用　３２件(H22.11)

福井市中心市街地における無電柱化
　８３％(H18)　⇒　９６％(H22.11)

街なみ環境の改善
　歴史あるまちにふさわしい民家の外観修復、道
路、水路の改修に対して助言
　重伝建地区周辺の景観保全が図られるよう、伝統
的民家の保存・活用等の働きかけ

景観づくりの推進
　景観の選定について全市町と協議を実施
　市町の景観計画策定委員会等に参画し、地域の
特色を活かした景観計画の策定を支援
　福井市景観審議会に参画し、夜間景観ガイドライ
ンの策定を支援。当該ガイドラインに沿って、福井
市中心市街地における施設のライトアップや道路
照明をオレンジ化

　
景観計画を策定した市町数
　　0市町(H18)　⇒　７市町(H22)

新たなライトアップ施設
　　復元された御廊下橋、木田橋、泉橋、幸橋

照明のオレンジ化を実施した道路延長
　　４．５km(H18）⇒１１．０km(H22)（福井市フェニックス通り他）

主な政策の実施状況 主な成果等
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１０　夢と誇りのふるさとづくり

◆新世代ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）による生活利便性の向上

○ＩＴＣ（Information and Communications Technology）の利活用
　・ブロードバンドの整備を進め、遠隔診断による高度地域医療、情報関連ビジネスの拡大に活用
　・携帯電話による福祉、防災、交通、駐車場情報等の提供
　・携帯電話不感集落、自動車道の不感トンネルを順次解消
　・子ども、高齢者、障害者に配慮したホームページのバリアフリー化

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

電子申請サービス利
用件数

― ３，０００件／年 ５，５０２件／年 ９，５５３件／年
１０，０００件／年

【見込み】
１０，０００件／年

県ホームページアクセ
ス数
　（トップページ）

１８０万件／年 ２０７万件／年 ２５７万件／年 ２７２万件／年
２８０万件／年

【見込み】
２８０万件／年

携帯電話不感集落の
解消

（不感集落９１集落） １９集落解消
２年間で

２９集落解消
（20年度10集落解消）

３年間で
３５集落解消

（21年度6集落解消）

４年間で
４０集落解消

【見込み】

４年間で
３８集落解消

県ホームページの充実
　県のホームページについて、統一的なデザイン
へのリニューアル、分野別に体系化した情報の提
供、新着情報掲載の迅速化、各所属担当者への
ユーザビリティ等の研修などを実施

ブロードバンド環境の整備
　インターネットの通信速度向上につながるケーブ
ルテレビや携帯電話の施設整備を行う市町に対し
補助を実施

ブロードバンド普及率　　55.4％(H19.3) → 65.1％（H22.3）
県内の12の医療機関で遠隔病理・画像診断を導入

電子申請サービスの充実
　県民のニーズが高い手続きを優先して、電子申
請ができる手続きを増加

電子申請サービス利用件数　(H19.2稼動）
　－(H18)　⇒　６，６８４件(H22.11)

県ホームページアクセス数（トップページ）
　１８０万件（H18）　⇒　１８５万件(H22.11)

携帯電話の不感地域解消、情報等の提供
　県独自の補助制度の活用や事業者への整備促
進の働きかけにより、携帯電話不感地域を解消
   「ばす・でんしゃナビふくい」(交通情報)や河川防
災情報、小児救急休日当番病院などの情報を携
帯電話向けに発信

県内の携帯電話不感集落解消数
　　　　　　　３６集落(H19～22.11)
高速道路の携帯電話不感トンネルを全て解消見込み
　　　　　　　２５箇所(H19～22見込）
　　　　　　　（北陸道１６、舞若道９）

主な政策の実施状況 主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策
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行財政構造改革

≪行財政構造改革≫

◆県政のレベルアップ

○「あたたかい心」で県民の声に絶えず耳を傾け、「広い視野」で国内外の情報を把握し、職員とともに県民の幸せ
　を追求
○「オープンで明朗な県政」による県民参加の推進、情報公開の徹底
○合併後の市・町との役割分担・連携を一層強化し、総合的な政策を推進
○民からはじまる新しい民と公の「共動（Do it together）」システムを構築
　・福祉、子育て、教育・文化活動、まちづくり、防災をはじめさまざまな分野で「共動」システムを積極的に導入
○「先進政策モデル」で全国をリード
　・民間の経営感覚を県政に導入する政策効果重視の「政策推進マネジメントシステム」をさらに進化。成果主義に
　　基づく事務事業の大胆なスクラップを継続
　・ＡＰＤＳをレベルアップする「政策インキュベートシステム」を創設。政策評価の指標とする独自統計・マーケティング
　　調査を強化
　・「課題解決プロジェクトチーム」により特に重要テーマはスピーディに政策を実行
　・部局連携、部局横断体制を強化し「庁内分権」を推進
　・「政策会議」を実施し、最前線の専門家（経営者、研究者）と経済新戦略等の課題解決を議論
○県の未来像「ふくい２０３０年の姿」について職員による見直し

「福井新元気宣言」推進に関する政策

県民への情報提供・広報の充実
　県民に必要な情報が適時・適切に伝わるように、
報道機関へ積極的に情報提供
　県民からの意見や広報効果の検証を踏まえ、広
報内容を見直し

報道機関への積極的な資料提供
　２，２４２件(H18)　⇒　３，５００件(H22見込み)
　
広報内容の見直し
　・ふくいブランドや福井の政策ブランドを記載したブランドボード
を記者会見などの背景に使用し、マスコミや県民にPR
　・「おはようふくい７３０」、「まちかど県政」、「グラフふくい」などの
広報媒体で、健康長寿や歴史などのふくいブランドをシリーズ化

市町との連携強化
　県と市町が連携して地域の課題を踏まえ、魅力あ
る地域資源を活用した「市町振興プロジェクト」を推
進
 知事と市町長の「政策懇談会」を開催

市町振興プロジェクトの策定件数
　－(H18)
   ⇒　１７件(H１９～H２２累計）
        ※池田町を含む（国の過疎地域支援事業として実施）

主な政策の実施状況 主な成果等

県民参加の促進、情報公開の徹底
　県民の声を直接聞き、県民目線での行政を推進
　県の主要施策に県民の提案を反映させるため
ホームページ等を通じ「皆様からの政策提案」を募
集
　「福井県民の将来ビジョン」の策定にあたり、地区
別意見交換会等を実施
　行政情報に対する県民ニーズに迅速かつ的確に
応えるため、積極的な情報公開を推進（県ＨＰによ
る情報公開制度のわかりやすい広報等）

座ぶとん集会　　６２回開催、参加者１，１３６人（H19～21）
知事へのおたより　　１，００１件（H19～21）
皆様からの政策提案を施策に反映
　　提案件数543件、うち事業に反映した件数94件（H22.11）
　　　・通学路への街灯設置助成制度の創設
　　　・恐竜博物館内の案内表示増設
　　　・高速道路のサービスエリアにおける県産品販売　　　等
福井県民の将来ビジョンへの意見反映
　　　・地区別意見交換会の実施　6地区　参加者計172名
　　　・分野別意見交換会の実施　10分野　参加者計115名
県ＨＰ（情報公開関係）閲覧件数５，１５８件（H21）
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指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

市町振興プロジェクト
の策定件数

―
７件

（７市町）

　２年間で９件
（９市町）

（２０年度２件）

３年間で１３件
（１３市町）

（２１年度４件）

４年間で17件
（17市町）

（22年度4件）
【見込み】

　１７件
（全市町）

県政マーケティング等による政策統計の拡充
　現状分析段階および政策立案段階の県民の意
向や意識調査を行い施策に反映
　
　政策立案に必要なデータを的確に把握するため
の独自統計調査を実施

県政マーケティング事業の実施
　　　４件(H18)　⇒　３８件(H19～22累計見込）
　＜計画や施策に活かした調査例＞
　　　・福井の暮らしをよりよくするためのアンケート（郵送調査）

　　　・本県の森林・林業（来場者調査）

　　　・福井県民の将来ビジョンに関するアンケート調査（郵送調査）

政策課題に対応した独自統計調査の実施
　　　－（Ｈ18）　⇒　２１件（Ｈ１９～２２累計見込）
　＜計画や施策に活かした調査例＞
  　 ・労働状況調査（県内の完全失業率を機動的に捕捉）
 　  ・家族時間に関する調査
　　　　　　　　（「家族時間」伸張に向けた実態把握と施策立案）
　

主な政策の実施状況 主な成果等
地方連携による政策イノベーション
　「ふるさと知事ネットワーク」「福井・石川県境サミッ
ト」等、地方の自治体と新しい連携スタイルをつく
り、新しい政策を立案、実行

ふるさと知事ネットワーク（Ｈ２１～：全国から11県参加）
  ・８項目の政策提案（自立と分散で豊かな日本を）を取りまとめ
　・１０の共同研究プロジェクトをスタート
　　　（福井県は、ふるさと希望指数LHIの研究開発のリーダー県）
　・農産物直売所での特産物相互販売など新たな連携をスタート
　
福井・石川県境サミット（Ｈ２２～）
　・越前加賀広域観光推進協議会（県境7市1町、経済団体等を
　含む42団体で構成）を設立し、旅行商品開発や誘客キャンペー
　ン等を実施

先進政策の研究、共動システムの導入
　「政策推進マネジメントシステム」を改定(20年3月)
　「ふくい２０３０年の姿」を見直し(21年3月)
　政策会議やジェロントロジー(総合長寿学)、希望
学など大学等と共同して新政策を検討
　幅広い民間の活動主体と共に施策を進める共動
システムを導入

「政策会議」での議論を新事業や国への政策提言に反映
　　⇒　５２回開催　４５事業等に反映（H19～22見込）
「課題解決プロジェクトチーム」による政策実行
　　⇒　４１課題（H19～22）
「ジェロントロジー」：東京大学高齢社会総合研究機構と共同研究
　　・中間報告会（レセプト研究・交通研究）を開催
　　・自動車学校での高齢者安全イベントを実施
　　・坂井地区で在宅ケアシンポジウムを開催

　民間人が小中学生に理科実験を行う「サイエンス寺子屋」など
共動事業を実施
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行財政構造改革

◆質の高い政策をめざすスリムな県庁

○行財政構造改革を継続（「オプティマム（最適）県庁」の確立）
　・歳入確保や歳出の適正化
　・人件費の抑制、出先機関の統廃合
　・外郭団体（土木３公社）の整理合理化、電気事業の民間移譲、県有財産の売却
　・質の高い政策を実行する、さらにスリムで効率的な組織・機構に改編

県税徴収の強化
　福井県地方税滞納整理機構を設置し、21年度か
ら個人住民税を中心とする滞納案件について市町
と共同徴収を実施
　自動車税について、20年度からコンビニ納税を開
始するなど納税の利便性を向上

滞納整理機構の効果額（徴収＋機構への引継予告による自主納
付）
　３億４，６３２万５，１６５円（H21～H22.11累計）

自動車税現年度課税分の収入率
　９８．８％（H18）　⇒　９８.９％（H21）
　　　　　　　　　　　　　（うちコンビニ納税の利用率　３４．０％）

「福井新元気宣言」推進に関する政策

主な政策の実施状況
新行財政改革実行プランの推進
　特別専門研修の開催や国・民間企業への派遣研
修を行い、高い専門性と政策立案能力を身に付け
た職員を育成
　新たな人事評価制度を導入し、評価結果を給与
等に反映
　積極的にアウトソーシングの活用を進め、平成１９
年度から２２年度までの４年間で５８業務のアウト
ソーシングを実施
　事務事業の見直しや人件費の抑制等による歳出
削減

特別専門研修に延べ、２，０８２人が参加

人事評価結果の給与への反映
　管理職　勤勉手当（H20.6～）　昇給（H21.1～)
　一般職　勤勉手当（H22.12～）　昇給（H23.１～）

人事委員会勧告の完全実施等により、職員給与費を約3.4％抑
制
　一人当たり給与費　7,240千円　（Ｈ19）　⇒　6,996千円（Ｈ21）

アウトソーシングによる効果
　・業務数　　　　　　 ５８業務
　・職員等の削減　　１１０人
　・コスト縮減　　　　 ３．４億円/年

職員数（一般行政部門）
　 ３，１２１人(H19.4)　⇒　 ２，８９１人（H23.4見込み）

事務事業見直しによる削減額（H19～22）
　　約２８０億円（事業費ベース）

主な成果等

出先機関の統廃合を推進
　市町村合併の進展や交通網の整備など社会情
勢の変化を踏まえ、出先機関を再編

組織のスリム化（出先機関の見直し）
　　出先機関数　　Ｈ１９　９８機関　→　Ｈ２２　８０機関

健康福祉センター、農林総合事務所、土木事務
所をそれぞれ６事務所に再編し、うち３区域に分
庁舎を設置（Ｈ20.4）
　県税事務所を２事務所に集約し、４区域に県税
相談室を設置（H20.10）
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行財政構造改革

指標名 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２２目標

職員数（一般行政部
門）

３，１２１人 ３，０６７人 ２，９７６人 ２，９３５人 ２，８９１人
【見込み】

２，８９１人
（平成２３年４月）

財政指標
　・財政調整基金等の
    年度末残高

３３３億円 ２３７億円 ２４５億円 ２２４億円
２１０億円
【見込み】

１００億円以上

　・県債の年度末残高
７，８０８億円
（臨財債除き
6,445億円）

７，９９０億円
（臨財債除き
6,487億円）

８，２２０億円
（臨財債除き
6,556億円）

８，５４６億円
（臨財債除き
6,509億円）

８，８１５億円
（臨財債除き
6,346億円）

【見込み】

平成２２年度までに
残高が増加しない

財政構造を達成

　・地方財政健全化法
に示す健全化判断比
率

（いずれも基準を達成） （いずれも基準を達成） （いずれも基準を達成）

実質赤字比率 －（黒字） －（黒字） －（黒字） 早期健全化基準

連結実質赤字比率 ― －（黒字） －（黒字） －（黒字） を達成

実質公債費比率 １４．３％ １３．３％ １３．９％

将来負担比率 　２３２．８％ ２３４．６％ ２３２．６％

政策推進枠予算の確
保（一般財源）（※）

― １６億円
２年間で６０億円

（２０年度４４億円）
３年間で１０４億円
（２１年度４４億円）

４年間で１５０億円
（２２年度４６億円）

【見込み】
４年間で１５０億円

土木３公社の整理合理化
　平成22年度末の土地開発公社および住宅供給
公社の円滑な解散に向け、住宅供給公社の未分
譲宅地の販売や土地開発公社の保有土地の精力
的な民間への売却等を推進
　道路公社の法恩寺山、三方五湖有料道路にお
いて通行料金の割引、地域内の観光施設や協賛
店でのサービスなどの利用促進策を実施。また、収
支の将来予測、全国調査、地元との意見交換な
ど、道路公社のあり方について検討

住宅供給公社未販売宅地の区画数
　６１区画(H18)　⇒
　２３区画(３８区画分譲（H19～H22.11累計））

土地開発公社の保有土地売却数
　１件（H19～H22.11累計）

電気事業の民間移譲
　公営電気事業を北陸電力㈱に売却
（譲渡日　平成22年３月31日）

　
公営電気事業売却額
　７５億８，４３８万円（H21）

未利用の県有財産の売却
　未利用の県有財産のうち、利用見込みのない財
産の早期売却に向けて、ホームページや新聞等で
の広報や不動産関係者からの情報収集を実施

県有財産売却・貸付等の金額
　６億円(H19～H22累計（見込)）　うち売却３３件（約４億円）

主な政策の実施状況 主な成果等
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行財政構造改革

◆公共事業、入札制度の改革

○入札改革
　・電子入札や一般競争入札を拡大。入札事務の適正化。再就職の透明性の確保
　・公共事業の競争によるコスト縮減で品質・事業量を確保しながら効率化を促進

新たな入札制度の実施
　一般競争入札の対象金額を７千万円以上から、
原則２５０万円超に拡大し、技術力も併せて評価す
る総合評価落札方式を本格的に導入

公共工事入札制度の主な改正内容
【平成２０年４月～】
・２５０万円超工事は原則一般競争入札で実施
・５千万円以上の工事に、総合評価落札方式を本格的に導入
・測量設計等業務に、最低制限価格制度を導入

【平成２１年３月～】
・総合評価落札方式に、県内業者下請け・県産品活用を評価

【平成２２年４月～】
・３千万円以上の工事の一部に、総合評価落札方式を拡大実施
・設計業務委託の一部に、総合評価落札方式を試行導入

主な政策の実施状況 主な成果等

「福井新元気宣言」推進に関する政策
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